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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、リン酸メラミン、ピロリン
酸メラミンおよびポリリン酸メラミンから選択されるいずれか１種以上の難燃剤(B-1)な
らびにリン酸ピペラジン、ピロリン酸ピペラジンおよびポリリン酸ピペラジンから選択さ
れるいずれか１種以上の難燃剤(B-2)を含有してなる難燃剤(B)１～１００重量部を配合し
てなる熱可塑性樹脂組成物であって、透過型電子顕微鏡観察において、樹脂組成物中の難
燃剤(B)の最大粒子の長径が１０μｍ以下であり、かつ１,０００μｍ２面積当たりの難燃
剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の難燃剤(B)の粒子数の割合が７０％以上であ
る熱可塑性樹脂組成物。
【請求項２】
さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、縮合リン酸エステル(
H)１～５０重量部を配合してなる請求項１記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項３】
難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)の配合比率（難燃剤(B)／縮合リン酸エステル(H)
の比）が、重量比で、９０／１０～６０／４０である請求項２記載の熱可塑性樹脂組成物
。
【請求項４】
さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、結晶核剤(C)０．０１
～５０重量部を配合してなる請求項１～３いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物。
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【請求項５】
さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、フッ素系樹脂(D)０．
０１～１０重量部を配合してなる請求項１～４いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項６】
さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、金属酸化物(E)０．０
１～１０重量部を配合してなる請求項１～５いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項７】
さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、可塑剤(F)０．１～５
０重量部を配合してなる請求項１～６いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項８】
さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、衝撃改良剤(G)０．１
～５０重量部を配合してなる請求項１～７いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項９】
ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)が、ポリ乳酸系樹脂(A-1)１～９９重量％およびポ
リ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂 (A-2)９９～１重量％からなる請求項１～８いずれか記
載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１０】
ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)がポリカーボネート樹脂である請求項９記載の
熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１１】
難燃剤(B-1)がピロリン酸メラミンである請求項１記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１２】
難燃剤(B-2)がピロリン酸ピペラジンである請求項１記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１３】
衝撃改良剤(G)がコアシェル型ゴム(G-1)である請求項８記載の熱可塑性樹脂組成物。
【請求項１４】
コアシェル型ゴム(G-1)がグリシジル基を含有する請求項１３記載の熱可塑性樹脂組成物
。
【請求項１５】
請求項１～１４いずれか記載の熱可塑性樹脂組成物を成形してなる成形品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、成形加工性、耐衝撃性、耐熱性に優れ、とりわけ難燃性に優れる熱可塑性樹
脂組成物およびそれからなる成形品に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　ポリ乳酸樹脂は、高い融点を持ち、また、溶融成形可能であることから、実用上優れた
生分解性ポリマーとして期待されている。また、将来的には、バイオマス原料から製造さ
れる汎用ポリマーとしての利用も期待されており、射出成形や押出成形などの成形により
、成形品としての利用も拡大しつつある、環境低負荷の熱可塑性樹脂である。しかしなが
ら、ポリ乳酸樹脂を、電気・電子機器部品やＯＡ機器部品等へ適用する場合、成形加工性
、耐衝撃性、耐熱性の向上もさることながら、特に難燃性を高度に向上させることが必要
であった。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
　熱可塑性樹脂の難燃性を向上させる手法として、例えば、特許文献１には、合成樹脂に
特定構造のリン酸塩化合物およびリン酸エステル化合物を配合せしめることにより、難燃
性を高度に向上させる発明が開示されている。また、特許文献２には、ピペラジンと無機
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リン化合物の塩およびメラミンと無機リン化合物の塩からなる難燃剤組成物に、特定粘度
のシリコーンオイルを添加処理した難燃剤組成物および難燃性ポリオレフィン系樹脂組成
物が開示されている。さらに、特許文献３には、ピペラジンと無機リン化合物の塩および
メラミンと無機リン化合物の塩からなる難燃剤組成物に、シリコーンオイル、モノアミド
化合物及び／又はモノエステル化合物を配合してなる難燃剤組成物および難燃性合成樹脂
組成物が開示されている。
【０００４】
　また、特許文献４には、ポリ乳酸樹脂、特定可塑剤、特定結晶核剤およびフェニルホス
ホン酸金属塩を除くリン系難燃剤を含有するポリ乳酸樹脂組成物が開示されており、リン
系難燃剤として、リン酸塩や縮合リン酸塩が開示されている。
【特許文献１】特開２００９－２４２８０３号公報（第１～４頁、実施例）
【特許文献２】国際公開２００５／０８０４９４号（第１～２頁、実施例）
【特許文献３】特開２００９－１２０７１７号公報（第１～２頁、実施例）
【特許文献４】特開２００９－２４９５３２号公報（第１～２頁、実施例）
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　特許文献１～３記載の発明をポリ乳酸樹脂へ適用した場合、ポリ乳酸樹脂の難燃性向上
効果は十分ではなく、さらに併せて、成形加工性、耐衝撃性、耐熱性を十分に向上せしめ
ることは困難であるという課題があった。
【０００６】
　また、特許文献４記載の発明では、ポリ乳酸樹脂の難燃性を高度に向上させることは困
難であるという課題があった。
【０００７】
　本発明は、上述した従来技術における課題であった、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹
脂の成形加工性、耐衝撃性、耐熱性を向上させるとともに、とりわけ難燃性に優れた熱可
塑性樹脂組成物およびそれからなる成形品を提供するものである。
【課題を解決するための手段】
【０００８】
　本発明者等は、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑
性樹脂に、特定構造を有する難燃剤を配合せしめ、さらに熱可塑性樹脂組成物中の難燃剤
の最大粒径および難燃剤の特定粒径粒子数割合を制御することにより、上記課題を解決し
、本発明を完成させるに至った。
【０００９】
　すなわち、本発明の課題は、
ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、リン酸メラミン、ピロリン
酸メラミンおよびポリリン酸メラミンから選択されるいずれか１種以上の難燃剤(B-1)な
らびにリン酸ピペラジン、ピロリン酸ピペラジンおよびポリリン酸ピペラジンから選択さ
れるいずれか１種以上の難燃剤(B-2)を含有してなる難燃剤(B)１～１００重量部を配合し
てなる熱可塑性樹脂組成物であって、透過型電子顕微鏡観察において、樹脂組成物中の難
燃剤(B)の最大粒子の長径が１０μｍ以下であり、かつ１，０００μｍ２面積当たりの難
燃剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の難燃剤(B)の粒子数の割合が７０％以上で
ある熱可塑性樹脂組成物、により解決できる。
【００１０】
　また、本発明の課題は、
上記熱可塑性樹脂組成物を成形してなる成形品、により解決できる。
【００１１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、縮合リン酸エステル(H)１～５０重量部を配合してなることが好ましい。
【００１２】
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　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)の配合比率（
難燃剤(B)／縮合リン酸エステル(H)の比）が、重量比で、９０／１０～６０／４０である
ことが好ましい。
【００１３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、結晶核剤(C)０．０１～５０重量部を配合してなることが好ましい。
【００１４】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、フッ素系樹脂(D)０．０１～１０重量部を配合してなることが好ましい。
【００１５】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、金属酸化物(E)０．０１～１０重量部を配合してなることが好ましい。
【００１６】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、可塑剤(F)０．１～５０重量部を配合してなることが好ましい。
【００１７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、衝撃改良剤(G)０．１～５０重量部を配合してなることが好ましい。
【００１８】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)が、ポリ乳酸
系樹脂(A-1)１～９９重量％およびポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂 (A-2)９９～１重
量％からなることが好ましい。
【００１９】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)がポリカー
ボネート樹脂であることが好ましい。
【００２０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、難燃剤(B-1)がピロリン酸メラミンであることが好ま
しい。
【００２１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、難燃剤(B-2)がピロリン酸ピペラジンであることが好
ましい。
【００２２】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、衝撃改良剤(G)がコアシェル型ゴム(G-1)であることが
好ましい。
【００２３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、コアシェル型ゴム(G-1)がグリシジル基を含有するこ
とが好ましい。
【発明の効果】
【００２４】
　本発明は、成形加工性、耐熱性、耐衝撃性に優れ、とりわけ難燃性に優れる熱可塑性樹
脂組成物およびそれからなる成形品を提供するものであり、本発明の熱可塑性樹脂組成物
からなる成形品は、上記特性を活かして、自動車部品、電気・電子機器部品、ＯＡ機器部
品、建築部材および日用品などの各種用途に、有効に利用することが可能となる。
【発明を実施するための形態】
【００２５】
　以下、本発明について詳細に説明する。
【００２６】
　本発明におけるポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)とは、ポリ乳酸系樹脂(A-1)を含
むものであり、ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)を含んでいてもよい。ここでい
うポリ乳酸系樹脂(A-1)とは、Ｌ－乳酸及び／またはＤ－乳酸を主たる構成成分とするポ
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リマーであるが、乳酸以外の他の共重合成分を含んでいてもよい。他のモノマー単位とし
ては、エチレングリコール、ブロピレングリコール、ブタンジオール、ヘプタンジオール
、ヘキサンジオール、オクタンジオール、ノナンジオ－ル、デカンジオール、１，４－シ
クロヘキサンジメタノ－ル、ネオペンチルグリコール、グリセリン、ペンタエリスリトー
ル、ビスフェノ－ルＡ、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコールおよびポリ
テトラメチレングリコールなどのグリコール化合物、シュウ酸、アジピン酸、セバシン酸
、アゼライン酸、ドデカンジオン酸、マロン酸、グルタル酸、シクロヘキサンジカルボン
酸、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ビス（p-カルボ
キシフェニル）メタン、アントラセンジカルボン酸、４，４’－ジフェニルエーテルジカ
ルボン酸、５－ナトリウムスルホイソフタル酸、５－テトラブチルホスホニウムイソフタ
ル酸などのジカルボン酸、グリコール酸、ヒドロキシプロピオン酸、ヒドロキシ酪酸、ヒ
ドロキシ吉草酸、ヒドロキシカプロン酸、ヒドロキシ安息香酸などのヒドロキシカルボン
酸、およびカプロラクトン、バレロラクトン、プロピオラクトン、ウンデカラクトン、１
，５－オキセパン－２－オンなどのラクトン類を挙げることができる。このような他の共
重合成分は、全単量体成分に対し、０～３０モル％であることが好ましく、０～１０モル
％であることがさらに好ましい。
【００２７】
　本発明においては、機械特性、熱特性、難燃性の観点から、乳酸成分の光学純度が高い
ポリ乳酸系樹脂(A-1)を用いることが好ましい。すなわち、ポリ乳酸系樹脂(A-1)の総乳酸
成分の内、Ｌ体が８０％以上含まれるかあるいはＤ体が８０％以上含まれることが好まし
く、Ｌ体が９０％以上含まれるかあるいはＤ体が９０％以上含まれることがより好ましく
、Ｌ体が９５％以上含まれるかあるいはＤ体が９５％以上含まれることがさらに好ましく
、Ｌ体が９８％以上含まれるかあるいはＤ体が９８％以上含まれることが最も好ましい。
【００２８】
　また、Ｌ体が８０％以上含まれるポリ乳酸とＤ体が８０％以上含まれるポリ乳酸を併用
して用いることも好ましく、Ｌ体が９０％以上含まれるポリ乳酸とＤ体が９０％以上含ま
れるポリ乳酸を併用して用いることがより好ましい。
【００２９】
　本発明におけるポリ乳酸系樹脂(A-1)は、変性したものを用いてもよく、例えば、無水
マレイン酸変性ポリ乳酸系樹脂、エポキシ変性ポリ乳酸系樹脂、アミン変性ポリ乳酸系樹
脂などを用いることにより、耐熱性だけでなく、機械特性も向上する傾向にあり好ましい
。
【００３０】
　本発明におけるポリ乳酸系樹脂(A-1)の製造方法としては、公知の重合方法を用いるこ
とができ、乳酸からの直接重合法、およびラクチドを介する開環重合法などを挙げること
ができる。
【００３１】
　本発明におけるポリ乳酸系樹脂(A-1)の分子量については、特に制限されるものではな
いが、重量平均分子量としては、好ましくは１０万以上、より好ましくは１５万以上、最
も好ましくは１８万以上である。上限としては、成形時の流動性の点から４０万以下であ
ることが好ましい。ここでいう重量平均分子量とは、ゲルパーミエーションクロマトグラ
フィー（以下、ＧＰＣ）で測定したポリメチルメタクリレート（ＰＭＭＡ）換算の重量平
均分子量をいう。
【００３２】
　本発明におけるポリ乳酸系樹脂(A-1)の融点については、特に制限されるものではない
が、１２０℃以上であることが好ましく、１５０℃以上であることがより好ましく、１６
０℃以上であることが最も好ましい。ポリ乳酸系樹脂(A-1)の融点は光学純度が高いほど
高くなる傾向にあるため、上記融点の高いポリ乳酸系樹脂は、光学純度の高いポリ乳酸系
樹脂を用いればよい。
【００３３】
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　また、本発明で用いるポリ乳酸系樹脂(A-1)としては、耐熱性の点で、ポリ乳酸ステレ
オコンプレックスを用いることが好ましい。ポリ乳酸ステレオコンプレックスを形成させ
る方法としては、例えば、Ｌ体が９０モル％以上、好ましくは９５モル％以上、より好ま
しくは９８モル％以上のポリ－Ｌ－乳酸とＤ体が９０モル％以上、好ましくは９５モル％
以上、より好ましくは９８モル％以上のポリ－Ｄ－乳酸を溶融混練、溶液混練または固相
混練などにより混合する方法が挙げられる。混合によりポリ乳酸ステレオコンプレックス
を得る方法においては、ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸のいずれの重量平均分子量
も１０万以上であってもよいが、ポリ－Ｌ－乳酸またはポリ－Ｄ－乳酸のいずれか一方の
重量平均分子量が１０万以下、好ましくは５万以下であり、他方の重量平均分子量が１０
万超、好ましくは１２万以上である組合せを適用することが好ましい。また、別の方法と
して、ポリ－Ｌ－乳酸とポリ－Ｄ－乳酸をブロック共重合体、すなわちステレオブロック
ポリ乳酸とする方法も挙げることができ、ポリ乳酸ステレオコンプレックスを容易に形成
させることができるという点で、ポリ－Ｌ－乳酸とポリ－Ｄ－乳酸をブロック共重合体と
する方法が好ましい。
【００３４】
　本発明において、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)は、ポリ乳酸系樹脂(A-1)のみ
であっても良いし、ポリ乳酸系樹脂(A-1)にポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)を含
んでいても良い。ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)を含む場合、ポリ乳酸系樹脂
以外の熱可塑性樹脂(A-2)とは、ポリ乳酸系樹脂以外の樹脂であって、加熱すると流動性
を示し、これを利用して成形加工できる樹脂のことである。
【００３５】
　この具体例としては、例えば、ポリプロピレン樹脂、ポリエチレン樹脂、エチレン／α
－オレフィン共重合体（“／”は共重合を示す。）等のオレフィン系樹脂、ポリスチレン
樹脂、スチレン／アクリロニトリル共重合体、アクリロニトリル／ブタジエン／スチレン
共重合体（ＡＢＳ樹脂）、（メタ）アクリル酸メチル／スチレン共重合体などのスチレン
系樹脂、ポリメタクリル酸メチル樹脂、ポリアクリル酸メチル樹脂、ポリアクリル酸ブチ
ル樹脂などのアクリル系樹脂、ポリビニルアルコール系樹脂、ポリ乳酸系樹脂以外のポリ
エステル系樹脂、ポリカーボネート系樹脂、ポリアミド系樹脂、ポリフェニレンオキシド
樹脂、変性ポリフェニレンオキシド樹脂、ポリフェニレンスルフィド樹脂、ポリオキシメ
チレン樹脂、フェノキシ樹脂、フェノール樹脂などが挙げられ、本発明の効果である成形
加工性、耐衝撃性、耐熱性の観点から、ポリカーボネート樹脂、オレフィン系樹脂、スチ
レン系樹脂、アクリル系樹脂、ポリ乳酸樹脂以外のポリエステル系樹脂が好ましく、中で
も、本発明の効果である耐衝撃性、難燃性の観点から、ポリカーボネート樹脂が最も好ま
しい。なお、ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)は、一種のみでもよく、二種以上
を併用して用いることもできる。
【００３６】
　本発明のポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)中に、ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性
樹脂(A-2)を含む場合、ポリ乳酸系樹脂(A-1)とポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)
の配合比（重量比）は、(A-1)と(A-2)の合計を１００重量％として、(A-1)１～９９重量
％、(A-2)９９～１重量％であり、より好ましくは、(A-1)５～９５重量％、(A-2)９５～
５重量％、最も好ましくは、(A-1)１０～９０重量％、(A-2)９０～１０重量％である。
【００３７】
　本発明において、ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)がポリカーボネート樹脂で
ある場合、ここでいうポリカーボネート樹脂とは、具体的には、２価以上のフェノール系
化合物と、ホスゲンあるいはジフェニルカーボネートのような炭酸ジエステル化合物とを
反応させて得られる熱可塑性樹脂のことである。
【００３８】
　前記２価以上のフェノール系化合物としては、特に制限はないが、例えば、２，２－ビ
ス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン（通称ビスフェノールＡ）、ビス（４－ヒドロキ
シフェニル）メタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）フェニルメタン、ビス（４－ヒド
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ロキシフェニル）ナフチルメタン、ビス（４－ヒドロキシフェニル）－（４－イソプロピ
ルフェニル）メタン、ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニル）メタン、ビス
（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）メタン、１，１－ビス（４－ヒドロキシ
フェニル）エタン、１－ナフチル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、１
－フェニル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、１，２－ビス（４－ヒド
ロキシフェニル）エタン、２－メチル－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパ
ン、２，２－ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１－エチル
－１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジクロロ
－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３，５－ジブロモ－４－ヒドロキ
シフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－クロロ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン
、２，２－ビス（３－メチル－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、２，２－ビス（３－
フルオロ－４－ヒドロキシフェニル）プロパン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ブタン、１，４－ビス（４－ヒドロ
キシフェニル）ブタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、４－メチル
－２，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ペンタン、２，２－ビス（４－ヒドロキシフ
ェニル）ヘキサン、４，４－ビス（４－ヒドロキシフェニル）ヘプタン、２，２－ビス（
４－ヒドロキシフェニル）ノナン、１，１０－ビス（４－ヒドロキシフェニル）デカン、
１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、２
，２－ビス（４－ヒドロキシフェニル）－１，１，１，３，３，３－ヘキサフルオロプロ
パンなどのジヒドロキシジアリールアルカン類、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル
）シクロヘキサン、１，１－ビス（３，５－ジクロロ－４－ヒドロキシフェニル）シクロ
ヘキサン、１，１－ビス（４－ヒドロキシフェニル）シクロデカンなどのジヒドロキシジ
アリールシクロアルカン類、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（３，５－
ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）スルホン、ビス（３－クロロ－４－ヒドロキシフェ
ニル）スルホンなどのジヒドロキシジアリールスルホン類、ビス（４－ヒドロキシフェニ
ル）エーテル、ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）エーテルなどのジヒ
ドロキシアリールエーテル類、４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノン、３，３’，５，
５’－テトラメチル－４，４’－ジヒドロキシベンゾフェノンなどのジヒドロキシジアリ
ールケトン類、ビス（４－ヒドロキシフェニル）スルフィド、ビス（３－メチル－４－ヒ
ドロキシフェニル）スルフィド、ビス（３，５－ジメチル－４－ヒドロキシフェニル）ス
ルフィドなどのジヒドロキシジアリールスルフィド類、ビス（４－ヒドロキシフェニル）
スルホキシドなどのジヒドロキシジアリールスルホキシド類、４，４’－ジヒドロキシジ
フェニルなどのジヒドロキシジフェニル類、９，９－ビス（４－ヒドロキシフェニル）フ
ルオレンなどのジヒドロキシアリールフルオレン類などが挙げられる。また、上記２価フ
ェノール化合物以外に、ヒドロキノン、レゾルシノール、メチルヒドロキノンなどのジヒ
ドロキシベンゼン類、１，５－ジヒドロキシナフタレン、２，６－ジヒドロキシナフタレ
ンなどのジヒドロキシナフタレン類などが２価のフェノール系化合物として使用できる。
【００３９】
　なお、３価以上のフェノール系化合物も、得られるポリカーボネート樹脂が熱可塑性を
維持する範囲で使用できる。前記３価以上のフェノール系化合物の例としては、２，４，
４’－トリヒドロキシベンゾフェノン、２，２’，４，４’－テトラヒドロキシベンゾフ
ェノン、２，４，４’－トリヒドロキシフェニルエーテル、２，２’，４，４’－テトラ
ヒドロキシフェニルエーテル、２，４，４’－トリヒドロキシジフェニル－２－プロパン
、２，２’－ビス（２，４－ジヒドロキシ）プロパン、２，２’，４，４’－テトラヒド
ロキシジフェニルメタン、２，４，４’－トリヒドロキシジフェニルメタン、１－［α－
メチル－α－（４’－ジヒドロキシフェニル）エチル］－３－［α’，α’－ビス（４”
－ヒドロキシフェニル）エチル］ベンゼン、１－［α－メチル－α－（４’－ジヒドロキ
シフェニル）エチル］－４－［α’，α’－ビス（４”－ヒドロキシフェニル）エチル］
ベンゼン、α，α’，α”－トリス（４－ヒドロキシフェニル）－１，３，５－トリイソ
プロピルベンゼン、２，６－ビス（２－ヒドロキシ－５’－メチルベンジル）－４－メチ
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ルフェノール、４，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４’－ヒドロキシフェニル）－
２－ヘプテン、４，６－ジメチル－２，４，６－トリス（４’－ヒドロキシフェニル）－
２－ヘプタン、１，３，５－トリス（４’－ヒドロキシフェニル）ベンゼン、１，１，１
－トリス（４－ヒドロキシフェニル）エタン、２，２－ビス［４，４－ビス（４’－ヒド
ロキシフェニル）シクロヘキシル］プロパン、２，６－ビス（２’－ヒドロキシ－５’－
イソプロピルベンジル）－４－イソプロピルフェノール、ビス［２－ヒドロキシ－３－（
２’－ヒドロキシ－５’－メチルベンジル）－５－メチルフェニル］メタン、ビス［２－
ヒドロキシ－３－（２’－ヒドロキシ－５’－イソプロピルベンジル）－５－メチルフェ
ニル］メタン、テトラキス（４－ヒドロキシフェニル）メタン、トリス（４－ヒドロキシ
フェニル）フェニルメタン、２’，４’，７－トリヒドロキシフラバン、２，４，４－ト
リメチル－２’，４’，７－トリヒドロキシフラバン、１，３－ビス（２’，４’－ジヒ
ドロキシフェニルイソプロピル）ベンゼン、トリス（４’－ヒドロキシフェニル）－アミ
ル-s-トリアジンなどが挙げられる。
【００４０】
　これらの２価以上のフェノール系化合物は、それぞれ単独で用いても良く、２種以上を
組み合わせても良い。
【００４１】
　本発明で使用されるポリカーボネート樹脂には、必要に応じて、３価以上のフェノール
系化合物以外にも分岐ポリカーボネート系樹脂にするための成分を、本発明の効果を損な
わない範囲で含有させることができる。前記分岐ポリカーボネート系樹脂を得るために用
いられる３価以上のフェノール系化合物以外の成分（分岐剤）としては、例えば、フロロ
グルシン、メリット酸、トリメリット酸、トリメリット酸クロリド、無水トリメリット酸
、没食子酸、没食子酸n-プロピル、プロトカテク酸、ピロメリット酸、ピロメリット酸二
無水物、α－レゾルシン酸、β－レゾルシン酸、レゾルシンアルデヒド、トリメチルクロ
リド、イサチンビス（o-クレゾール）、トリメチルトリクロリド、４－クロロホルミルフ
タル酸無水物、ベンゾフェノンテトラカルボン酸などが挙げられる。
【００４２】
　本発明で使用されるポリカーボネート樹脂の共重合成分として、この他に、例えば、ア
ジピン酸、ピメリン酸、スベリン酸、アゼライン酸、セバシン酸、デカンジカルボン酸な
どの直鎖状脂肪族２価カルボン酸やジメチルシロキサンなどのシロキサン化合物を用いて
も良い。
【００４３】
　本発明で使用されるポリカーボネート樹脂の成分として、必要に応じて、重合時の末端
停止剤として使用される公知の各種のものを、本発明の効果を損なわない範囲で用いるこ
とができる。具体的には、１価フェノール系化合物である、フェノール、p-クレゾール、
p-tert-ブチルフェノール、p-tert-オクチルフェノール、p-クミルフェノール、ブロモフ
ェノール、トリブロモフェノール、ノニルフェノールなどが挙げられる。
【００４４】
　本発明で使用されるポリカーボネート樹脂の原料として使用する炭酸ジエステル化合物
としては、ジフェニルカーボネートなどのジアリールカーボネートや、ジメチルカーボネ
ート、ジエチルカーボネートなどのジアルキルカーボネートが挙げられる。
【００４５】
　本発明で使用されるポリカーボネート樹脂の好ましい具体例としては、例えば、ビスフ
ェノールＡとホスゲンとを反応させる界面重縮合法により得られるポリカーボネート樹脂
、ビスフェノールＡとジフェニルカーボネートとを反応させる溶融重合法により得られる
ポリカーボネート樹脂などが挙げられる。
【００４６】
　本発明で使用されるポリカーボネート樹脂の数平均分子量（Ｍｎ）は、好ましくは３，
０００～５０，０００、より好ましくは４，０００～４０，０００、最も好ましくは５，
０００～３０，０００である。ここでいう数平均分子量（Ｍｎ）は、ポリカーボネート樹



(9) JP 4962662 B2 2012.6.27

10

20

30

40

50

脂をテトラヒドロフランに溶解し、ＧＰＣにより測定したＰＭＭＡ換算の数平均分子量の
ことである。
【００４７】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、リン酸メラミン、ピロリン酸メラミンおよびポリリン酸メラミンから選択
されるいずれか１種以上の難燃剤(B-1)ならびにリン酸ピペラジン、ピロリン酸ピペラジ
ンおよびポリリン酸ピペラジンから選択されるいずれか１種以上の難燃剤(B-2)を含有し
てなる難燃剤(B)１～１００重量部を配合してなるものであり、より好ましくは３～９０
重量部、さらに好ましくは５～８０重量部、最も好ましくは１０～７０重量部である。
【００４８】
　本発明のリン酸メラミン、ピロリン酸メラミンおよびポリリン酸メラミンから選択され
るいずれか１種以上の難燃剤(B-1)とは、メラミンとリン酸、ピロリン酸およびポリリン
酸から選択される１種以上の無機リン化合物との塩であり、これらは単独でも、また、混
合物でも使用することができる。
【００４９】
　上記メラミンと無機リン化合物との配合比は、本発明の効果である難燃性が発現される
範囲であれば、特に制限はないが、好ましくは、メラミンの窒素原子と無機リン化合物の
リン原子のモル比が１：５～５：１が好ましく、より好ましくは１：３～３：１である。
【００５０】
　本発明のリン酸メラミン、ピロリン酸メラミンおよびポリリン酸メラミンから選択され
るいずれか１種以上の難燃剤(B-1)の中でも、難燃性の観点から、最も好ましくはピロリ
ン酸メラミンである。
【００５１】
　メラミンと無機リン化合物との塩の製造に関しては、特に制限はないが、例えば、ピロ
リン酸メラミンの場合、ピロリン酸ナトリウムとメラミンとを塩酸を加えて任意の反応比
率で反応させ、水酸化ナトリウムで中和することにより得ることができる。
【００５２】
　また、本発明のリン酸ピペラジン、ピロリン酸ピペラジンおよびポリリン酸ピペラジン
から選択されるいずれか１種以上の難燃剤(B-2)とは、ピペラジンとリン酸、ピロリン酸
およびポリリン酸から選択される１種以上の無機リン化合物との塩であり、これらは単独
でも、また、混合物でも使用することができる。
【００５３】
　上記ピペラジンと無機リン化合物との配合比は、本発明の効果である難燃性が発現され
る範囲であれば、特に制限はないが、好ましくは、ピペラジンの窒素原子と無機リン化合
物のリン原子のモル比が１：５～５：１が好ましく、より好ましくは１：３～３：１であ
る。
【００５４】
　本発明のリン酸ピペラジン、ピロリン酸ピペラジンおよびポリリン酸ピペラジンから選
択されるいずれか１種以上の難燃剤(B-2)の中でも、難燃性の観点から、最も好ましくは
ピロリン酸ピペラジンである。
【００５５】
　ピペラジンと無機リン化合物との塩の製造に関しては、特に制限はないが、例えば、ピ
ロリン酸ピペラジンの場合、ピペラジンとピロリン酸とを水中あるいはメタノール水溶液
中で反応させ、水難溶性の沈殿物として得ることができる。
【００５６】
　本発明の難燃剤(B)中における(B-1)成分と(B-2)成分の配合比は、(B-1)成分と(B-2)成
分の合計を１００重量％として、(B-1)１～９９重量％、(B-2)９９～１重量％、より好ま
しくは、(B-1)１０～９０重量％、(B-2)９０～１０重量％、最も好ましくは、(B-1)２０
～８０重量％、(B-2)８０～２０重量％である。
【００５７】
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　本発明の難燃剤(B)中には、(B-1)成分および(B-2)成分以外の化合物を添加することも
できる。(B-1)成分および(B-2)成分以外の化合物としては、例えば、シリコーンオイルや
高級脂肪族カルボン酸のモノアミド化合物、高級脂肪族カルボン酸とアルコール化合物と
を反応させてなるモノエステル化合物などを挙げることができる。また、本発明の難燃剤
(B)中に、後述する金属酸化物(E)を配合することも可能である。
【００５８】
　また、本発明において、透過型電子顕微鏡観察における、樹脂組成物中の難燃剤(B)の
最大粒子の長径は１０μｍ以下であり、好ましくは９．５μｍ以下、最も好ましくは９μ
ｍ以下である。
【００５９】
　また、本発明において、透過型電子顕微鏡観察における、樹脂組成物中の１，０００μ
ｍ２面積当たりの難燃剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の難燃剤(B)の粒子数の
割合が７０％以上であり、より好ましくは７３％以上、最も好ましくは７５％以上である
。なお、この際、好ましい下限値は０．３μｍ、より好ましくは０．４μｍ、最も好まし
くは０．５μｍである。
【００６０】
　透過型電子顕微鏡観察における樹脂組成物中の難燃剤(B)の最大粒子の長径および１，
０００μｍ２面積当たりの難燃剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の(B)難燃剤の
粒子数の割合は、例えば、樹脂組成物の押出成形品や射出成形品から、ウルトラミクロト
ームを用いて超薄切片を切り出し、その超薄切片について、（株）日立製作所製H-7100型
透過型電子顕微鏡を用いて、５００倍に拡大した任意の箇所の写真を１０枚観察し、その
１０枚の内の難燃剤(B)の最大粒子の長径および１枚につき１，０００μｍ２面積当たり
の難燃剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の難燃剤(B)の粒子数の割合を求め、１
０枚分の平均値を算出することにより測定できる。
【００６１】
　本発明において、透過型電子顕微鏡観察における、樹脂組成物中の難燃剤(B)の最大粒
子の長径が１０μｍ以下であり、かつ樹脂組成物中の１，０００μｍ２面積当たりの難燃
剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の難燃剤(B)の粒子数の割合が７０％以上の場
合に、樹脂組成物の燃焼時に、難燃剤(B)が均一な発泡断熱層を形成し、極めて優れた難
燃性向上効果を発揮する。
【００６２】
　本発明において、透過型電子顕微鏡観察における、樹脂組成物中の難燃剤(B)の最大粒
子の長径を１０μｍ以下、かつ樹脂組成物中の１，０００μｍ２面積当たりの難燃剤(B)
の粒子数に対する、長径が３μｍ以下の(B)難燃剤の粒子数の割合を７０％以上とする手
法として、例えば、配合前の難燃剤(B)や、難燃剤(B)と後述する金属酸化物(E)の混合物
をジェットミル等の粉砕機で粉砕する方法や難燃剤(B)中の(B-1)成分および(B-2)成分を
各々粉砕した後混合して難燃剤(B)とする方法、また、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹
脂(A)と難燃剤(B)とを溶融混練することにより、難燃剤(B)を高度に含有するマスターバ
ッチを作成し、そのマスターバッチとポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)とを溶融混
練する手法などを使用することができる。上記手法は、それぞれ単独で実施しても良いし
、また、それぞれの手法を組み合わせて実施することも可能である。
【００６３】
　本発明において、配合前の難燃剤(B)や、難燃剤(B)と後述する金属酸化物(E)の混合物
を粉砕する場合、または(B-1)成分および(B-2)成分を各々粉砕した後混合して難燃剤(B)
とする場合、粒度分布測定における粉砕後の難燃剤(B)のモード径は、４μｍ以下が好ま
しく、より好ましくは３．５μｍ以下、最も好ましくは３μｍ以下である。ここでいう粒
度分布測定における(B)難燃剤のモード径とは、難燃剤(B)をメタノール溶媒に０．０３重
量％濃度で分散させ、１０分超音波処理した後、（株）島津製作所製SALD-2100により測
定した粒度分布曲線（頻度）の最大値であり、難燃剤(B)中に最も多く含まれる粒子径の
ことを意味する。
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【００６４】
　さらに、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、高度な難燃性向上の観点から、縮合リン酸
エステル(H)を配合せしめることが好ましい。本発明の熱可塑性樹脂組成物に含有せしめ
ることができる縮合リン酸エステル(H)として、難燃性および加水分解性の面から、好ま
しくは下記（１）式で示される芳香族縮合リン酸エステルが挙げられる。
【００６５】
【化１】

【００６６】
（上式において、Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ａｒ４は、同一または相異なる、ハロゲンを
含有しない芳香族基を表す。また、Ｘは下記の（２）～（４）式から選択される構造を示
し、下記（２）～（４）式中、Ｒ１～Ｒ８は同一または相異なる水素原子または炭素数１
～５のアルキル基を表し、Ｙは直接結合、Ｏ、Ｓ、ＳＯ２、Ｃ（ＣＨ３）２、ＣＨ２、Ｃ
ＨＰｈを表し、Ｐｈはフェニル基を表す。また、（１）式のｎは１以上の整数である。ま
た、（１）式のｋ、ｍはそれぞれ０以上２以下の整数であり、かつ（ｋ＋ｍ）は０以上２
以下の整数である。）なお、かかる芳香族縮合リン酸エステルは、異なるｎや、異なる構
造を有する芳香族縮合リン酸エステルの混合物であってもよい。
【００６７】

【化２】

【００６８】
【化３】

【００６９】
【化４】

【００７０】
　前記式（１）の式中ｎは１以上の整数であり、上限は難燃性の点から４０以下が好まし
い。好ましくは１～１０、特に好ましくは１～５である。
【００７１】
　また、ｋ、ｍは、それぞれ０以上２以下の整数であり、かつｋ＋ｍは、０以上２以下の
整数であるが、好ましくはｋ、ｍはそれぞれ０以上１以下の整数、特に好ましくはｋ、ｍ
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はそれぞれ１である。
【００７２】
　また、前記式（２）～（４）の式中、Ｒ１～Ｒ８は同一または相異なる水素または炭素
数１～５のアルキル基を表す。ここで炭素数１～５のアルキル基の具体例としては、メチ
ル基、エチル基、n-プロピル基、イソプロピル基、n-ブチル基、sec-ブチル基、tert-ブ
チル基、ネオペンチル基などが挙げられるが、水素、メチル基、エチル基が好ましく、と
りわけ水素が好ましい。
【００７３】
　また、Ａｒ１、Ａｒ２、Ａｒ３、Ａｒ４は同一または相異なる、ハロゲンを含有しない
芳香族基を表す。かかる芳香族基としては、ベンゼン骨格、ナフタレン骨格、インデン骨
格、アントラセン骨格を有する芳香族基が挙げられ、なかでもベンゼン骨格、あるいはナ
フタレン骨格を有するものが好ましい。これらはハロゲンを含有しない有機残基（好まし
くは炭素数１～８の有機残基）で置換されていてもよく、置換基の数にも特に制限はない
が、１～３個であることが好ましい。具体例としては、フェニル基、トリル基、キシリル
基、クメニル基、メシチル基、ナフチル基、インデニル基、アントリル基などの芳香族基
が挙げられるが、フェニル基、トリル基、キシリル基、クメニル基、ナフチル基が好まし
く、特にフェニル基、トリル基、キシリル基が好ましい。
【００７４】
　なかでも下記化合物（５）、（６）、（７）が好ましい。
【００７５】
【化５】

【００７６】
【化６】

【００７７】
【化７】

【００７８】
　市販の芳香族縮合リン酸エステルとしては、例えば大八化学工業（株）製ＰＸ－２００
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、ＰＸ－２０１、ＰＸ－２０２、ＣＲ－７３３Ｓ、ＣＲ－７４１、ＣＲ７４７などや（株
）ＡＤＥＫＡ製ＦＰ－６００、ＦＰ－７００、ＦＰ－８００などを挙げることができる。
【００７９】
　本発明における縮合リン酸エステル(H)は、１種で用いても、２種以上併用して用いて
もかまわない。
【００８０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に縮合リン酸エステル(H)を配合せしめる場合、縮合リン
酸エステル(H)の配合量は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対して
、好ましくは１～５０重量部であり、さらに好ましくは２～４０重量部であり、最も好ま
しくは３～３０重量部である。
【００８１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に縮合リン酸エステル(H)を配合せしめる場合、難燃剤(B)
および縮合リン酸エステル(H)の配合比率（難燃剤(B)／縮合リン酸エステル(H)の比）は
、難燃性、耐熱性、機械特性のバランスの面から、重量比で、９０／１０～６０／４０で
あることが好ましく、より好ましくは８７／１３～６３／３７であり、最も好ましくは８
５／１５～６５／３５である。
【００８２】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１０
０重量部に対し、結晶核剤(C)０．０１～５０重量部配合することが好ましく、より好ま
しくは、０．０５～４０重量部、最も好ましくは０．１～３０重量部である。
【００８３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に結晶核剤(C)を配合せしめる場合、結晶核剤(C)としては
、一般にポリマーの結晶核剤として用いられるものを特に制限なく用いることができ、無
機系結晶核剤および有機系結晶核剤から選択される１種以上の結晶核剤であれば、いずれ
をも使用することができる。
【００８４】
　無機系結晶核剤の具体例としては、タルク、カオリナイト、マイカ、合成マイカ、クレ
イ、ゼオライト、シリカ、カーボンブラック、硫化カルシウム、炭酸マグネシウム、炭酸
カルシウム、硫酸バリウムなどが挙げられ、耐熱性を向上させる効果が大きいという点で
、タルク、カオリナイト、マイカおよび合成マイカが好ましく、成形性の点で、タルクが
より好ましい。これらは１種でもよく、２種以上を併用してもよい。これらの無機系結晶
核剤は、組成物中での分散性を高めるために、有機物で修飾されていることが好ましい。
【００８５】
　有機系結晶核剤の具体例としては、安息香酸ナトリウム、安息香酸カリウム、安息香酸
リチウム、安息香酸カルシウム、安息香酸マグネシウム、安息香酸バリウム、テレフタル
酸リチウム、テレフタル酸ナトリウム、テレフタル酸カリウム、シュウ酸カルシウム、ラ
ウリン酸ナトリウム、ラウリン酸カリウム、ミリスチン酸ナトリウム、ミリスチン酸カリ
ウム、ミリスチン酸カルシウム、オクタコサン酸ナトリウム、オクタコサン酸カルシウム
、ステアリン酸ナトリウム、ステアリン酸カリウム、ステアリン酸リチウム、ステアリン
酸カルシウム、ステアリン酸マグネシウム、ステアリン酸バリウム、モンタン酸ナトリウ
ム、モンタン酸カルシウム、トルイル酸ナトリウム、サリチル酸ナトリウム、サリチル酸
カリウム、サリチル酸亜鉛、アルミニウムジベンゾエート、カリウムジベンゾエート、リ
チウムジベンゾエート、ナトリウムβ－ナフタレート、ナトリウムシクロヘキサンカルボ
キシレートなどの有機カルボン酸金属塩、p-トルエンスルホン酸ナトリウム、スルホイソ
フタル酸ナトリウムなどの有機スルホン酸塩、トリメシン酸トリス（ｔ－ブチルアミド）
などのカルボン酸アミド、アジピン酸ジヒドラジド、フタル酸ジヒドラジドおよびＮ，Ｎ
’－ジベンゾイルセバシン酸ジヒドラジドなどのヒドラジド化合物、エチレン／アクリル
酸またはメタクリル酸共重合体のナトリウム塩、スチレン／無水マレイン酸共重合体のナ
トリウム塩などのカルボキシル基を有する重合体のナトリウム塩またはカリウム塩（いわ
ゆるアイオノマー）、ベンジリデンソルビトールおよびその誘導体、ナトリウム－２，２
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’－メチレンビス（４，６－ジ-tert-ブチルフェニル）フォスフェートなどのリン化合物
金属塩および２，２－メチルビス（４，６－ジ-tert-ブチルフェニル）ナトリウム、フェ
ニルホスホン酸マグネシウム、フェニルホスホン酸カルシウムおよびフェニルホスホン酸
亜鉛などの芳香環を有するホスホン酸金属塩などが挙げられ、耐熱性を向上させる効果が
大きいという点で、有機カルボン酸金属塩、カルボン酸アミド、ヒドラジド化合物および
芳香環を有するホスホン酸金属塩が好ましい。これらは、１種でもよく、２種以上を併用
してもよい。
【００８６】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらにポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１０
０重量部に対し、フッ素系樹脂(D)０．０１～１０重量部を配合することが好ましく、よ
り好ましくは０．０５～８重量部、最も好ましくは０．１～５重量部である。
【００８７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物にフッ素系樹脂(D)を配合せしめる場合、フッ素系樹脂(D)
とは、物質分子中にフッ素を含有する樹脂であり、具体的には、ポリテトラフルオロエチ
レン、ポリヘキサフルオロプロピレン、テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプロピ
レン共重合体、テトラフルオロエチレン／パーフルオロアルキルビニルエーテル共重合体
、テトラフルオロエチレン／エチレン共重合体、ヘキサフルオロプロピレン／プロピレン
共重合体、ポリビニリデンフルオライド、ビニリデンフルオライド／エチレン共重合体な
どが挙げられるが、中でもポリテトラフルオロエチレン、テトラフルオロエチレン／パー
フルオロアルキルビニルエーテル共重合体、テトラフルオロエチレン／ヘキサフルオロプ
ロピレン共重合体、テトラフルオロエチレン／エチレン共重合体、ポリビニリデンフルオ
ライドが好ましく、特にポリテトラフルオロエチレン、テトラフルオロエチレン／エチレ
ン共重合体が好ましく、さらにはポリテトラフルオロエチレンが好ましく、ポリテトラフ
ルオロエチレン粒子と有機系重合体とからなるポリテトラフルオロエチレン含有混合粉体
も好ましく用いられる。ポリテトラフルオロエチレンなどのフッ素系樹脂の分子量は１０
万～１，０００万の範囲のものが好ましく、とくに１０万～１００万の範囲のものがより
好ましく、本発明の熱可塑性樹脂組成物の押出成形性と難燃性向上にとくに効果がある。
ポリテトラフルオロエチレンの市販品としては、三井・デュポンフロロケミカル（株）製
の“テフロン（登録商標）”6-J、“テフロン（登録商標）”6C-J、“テフロン（登録商
標）”62-J、旭アイシーアイフロロポリマーズ（株）製の“フルオン”CD1やCD076などが
市販されている。また、ポリテトラフルオロエチレン粒子と有機系重合体とからなるポリ
テトラフルオロエチレン含有混合粉体の市販品としては、三菱レイヨン（株）から、“メ
タブレン（登録商標）”Ａシリーズとして市販され、“メタブレン（登録商標）”A-3000
、“メタブレン（登録商標）”A-3800などが市販されている。また、ポリテトラフルオロ
エチレンの“テフロン（登録商標）”6-Jなどは凝集し易いため、他の樹脂組成物と共に
ヘンシェルミキサーなどで機械的に強く混合すると凝集により塊が生じる場合があり、混
合条件によってはハンドリング性や分散性に課題がある。一方、ポリテトラフルオロエチ
レン粒子と有機系重合体とからなるポリテトラフルオロエチレン含有混合粉体は前記のハ
ンドリング性や分散性に優れ、とくに好ましく用いられる。前記のポリテトラフルオロエ
チレン粒子と有機系重合体とからなるポリテトラフルオロエチレン含有混合粉体とは、限
定されるものではないが、特開２０００－２２６５２３号公報で開示されているポリテト
ラフルオロエチレン粒子と有機系重合体とからなるポリテトラフルオロエチレン含有混合
粉体などが挙げられ、前記の有機系重合体としては芳香族ビニル系単量体、アクリル酸エ
ステル系単量体、およびシアン化ビニル系単量体を１０重量％以上含有する有機系重合体
などであり、それらの混合物でもよく、ポリテトラフルオロエチレン含有混合粉体中のポ
リテトラフルオロエチレンの含有量は０．１重量％～９０重量％であることが好ましい。
【００８８】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、成形加工性、難燃性を向上させる観点から、
ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、金属酸化物(E)０．０１～１
０重量部を配合せしめることが好ましく、より好ましくは０．０５～８重量部、最も好ま



(15) JP 4962662 B2 2012.6.27

10

20

30

40

50

しくは０．１～５重量部である。
【００８９】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に金属酸化物(E)を配合せしめる場合、金属酸化物(E)とし
ては、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化アルミニウム、酸化マグネシウム、酸化ケイ素、酸化
ジルコニウム、酸化バナジウム、酸化モリブデンおよびその表面処理品が挙げられ、中で
も、難燃性向上の観点から、酸化亜鉛、酸化チタン、酸化マグネシウムおよび酸化ケイ素
が好ましい。
【００９０】
　前記金属酸化物(E)は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)にそのまま配合すること
も可能であるし、前述したとおり、予め難燃剤(B)に混合した後にポリ乳酸系樹脂を含む
熱可塑性樹脂(A)に配合することも可能である。
【００９１】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、成形加工性を向上させる観点から、ポリ乳酸
系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、可塑剤(F)０．１～５０重量部を配合
せしめることが好ましく、より好ましくは０．５～４０重量部、最も好ましくは１～３０
重量部である。
【００９２】
　前記可塑剤(F)とは、一般にポリマーの可塑剤として用いられる公知のものを特に制限
なく用いることができ、例えばポリエステル系可塑剤、グリセリン系可塑剤、多価カルボ
ン酸エステル系可塑剤、ポリアルキレングリコール系可塑剤およびエポキシ系可塑剤など
を挙げることができる。
【００９３】
　ポリエステル系可塑剤の具体例としては、アジピン酸、セバチン酸、テレフタル酸、イ
ソフタル酸、ナフタレンジカルボン酸、ジフェニルジカルボン酸、ロジンなどの酸成分と
、プロピレングリコール、１，３－ブタンジオール、１，４－ブタンジオール、１，６－
ヘキサンジオール、エチレングリコール、ジエチレングリコールなどのジオール成分から
なるポリエステルや、ポリカプロラクトンなどのヒドロキシカルボン酸からなるポリエス
テルなどを挙げることができる。これらのポリエステルは単官能カルボン酸もしくは単官
能アルコールで末端封鎖されていてもよく、また、エポキシ化合物などで末端封鎖されて
いてもよい。
【００９４】
　グリセリン系可塑剤の具体例としては、グリセリンモノアセトモノラウレート、グリセ
リンジアセトモノラウレート、グリセリンモノアセトモノステアレート、グリセリンジア
セトモノオレートおよびグリセリンモノアセトモノモンタネートなどを挙げることができ
る。
【００９５】
　多価カルボン酸系可塑剤の具体例としては、フタル酸ジメチル、フタル酸ジエチル、フ
タル酸ジブチル、フタル酸ジオクチル、フタル酸ジヘプチル、フタル酸ジベンジル、フタ
ル酸ブチルベンジルなどのフタル酸エステル、トリメリット酸トリブチル、トリメリット
酸トリオクチル、トリメリット酸トリヘキシルなどのトリメリット酸エステル、アジピン
酸ジイソデシル、アジピン酸n-オクチル-n-デシル、アジピン酸メチルジグリコールブチ
ルジグリコール、アジピン酸ベンジルメチルジグリコール、アジピン酸ベンジルブチルジ
グリコールなどのアジピン酸エステル、アセチルクエン酸トリエチル、アセチルクエン酸
トリブチルなどのクエン酸エステル、アゼライン酸ジ－２－エチルヘキシルなどのアゼラ
イン酸エステル、セバシン酸ジブチル、およびセバシン酸ジ－２－エチルヘキシルなどの
セバシン酸エステルなどを挙げることができる。
【００９６】
　ポリアルキレングリコール系可塑剤の具体例としては、ポリエチレングリコール、ポリ
プロピレングリコール、ポリ（エチレンオキサイド・プロピレンオキサイド）ブロックお
よび／又はランダム共重合体、ポリテトラメチレングリコール、ビスフェノール類のエチ
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レンオキシド付加重合体、ビスフェノール類のプロピレンオキシド付加重合体、ビスフェ
ノール類のテトラヒドロフラン付加重合体などのポリアルキレングリコールあるいはその
末端エポキシ変性化合物、末端エステル変性化合物、および末端エーテル変性化合物など
の末端封鎖化合物などを挙げることができる。
【００９７】
　エポキシ系可塑剤とは、一般にはエポキシステアリン酸アルキルと大豆油とからなるエ
ポキシトリグリセリドなどを指すが、その他にも、主にビスフェノールＡとエピクロロヒ
ドリンを原料とするような、いわゆるエポキシ樹脂も使用することができる。
【００９８】
　その他の可塑剤の具体例としては、ネオペンチルグリコールジベンゾエート、ジエチレ
ングリコールジベンゾエート、トリエチレングリコールジ－２－エチルブチレートなどの
脂肪族ポリオールの安息香酸エステル、ステアリン酸アミドなどの脂肪酸アミド、オレイ
ン酸ブチルなどの脂肪族カルボン酸エステル、アセチルリシノール酸メチル、アセチルリ
シノール酸ブチルなどのオキシ酸エステル、ペンタエリスリトール、ポリアクリル酸エス
テルおよびパラフィン類などを挙げることができる。前記可塑剤としては、上記に例示し
たものの中でも、特にポリエステル系可塑剤、グリセリン系可塑剤およびポリアルキレン
グリコール系可塑剤から選択した少なくとも１種が好ましく、２種以上の併用を行っても
よい。
【００９９】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、耐衝撃性向上の観点から、ポリ乳酸系樹脂を
含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、衝撃改良剤(G)０．１～５０重量部を配合せし
めることが好ましく、より好ましくは０．５～４０重量部、最も好ましくは１～３０重量
部である。
【０１００】
　前記衝撃改良剤(G)とは、熱可塑性樹脂の耐衝撃性改良に用いることのできるものであ
れば特に制限されないが、室温でゴム弾性を示す重合体であり、ポリ乳酸系樹脂以外の熱
可塑性樹脂(A-2)を除いた重合体を意味する。
【０１０１】
　本発明における衝撃改良剤(G)の具体例としては、エチレン－プロピレン共重合体、エ
チレン－プロピレン－非共役ジエン共重合体、エチレン－ブテン－１共重合体、各種アク
リルゴム、コアシェル型ゴム、エチレン－アクリル酸共重合体およびそのアルカリ金属塩
（いわゆるアイオノマー）、エチレン－アクリル酸アルキルエステル共重合体（たとえば
、エチレン－アクリル酸エチル共重合体、エチレン－アクリル酸ブチル共重合体）、酸変
性エチレン－プロピレン共重合体、ジエンゴム（たとえばポリブタジエン、ポリイソプレ
ン、ポリクロロプレン）、ジエンとビニル単量体との共重合体（たとえばスチレン－ブタ
ジエンランダム共重合体、スチレン－ブタジエンブロック共重合体、スチレン－ブタジエ
ン－スチレンブロック共重合体およびそれらの水添物、スチレン－イソプレンランダム共
重合体、スチレン－イソプレンブロック共重合体、スチレン－イソプレン－スチレンブロ
ック共重合体およびそれらの水添物）、ポリイソブチレン、イソブチレンとブタジエンま
たはイソプレンとの共重合体、天然ゴム、チオコールゴム、多硫化ゴム、シリコーンゴム
、ポリウレタンゴム、ポリエーテルゴム、エピクロロヒドリンゴム、ポリエステル系エラ
ストマー、およびポリアミド系エラストマーなどが挙げられるが、より好ましくは、エチ
レン－プロピレン共重合体、エチレン－ブテン－１共重合体、コアシェル型ゴム、ジエン
とビニル単量体との共重合体、ポリエステル系エラストマーおよびポリアミド系エラスト
マーであり、最も好ましくはコアシェル型ゴム(G-1)である。
【０１０２】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)とは、コア層（最内層）とそれを覆う１以上の
層（シェル層）から構成され、また、隣接し合った層が異種の重合体から構成される構造
を有する重合体である。前記コアシェル型ゴムを構成する層の数は、特に限定されるもの
ではなく、２層以上であればよく、３層以上または４層以上であってもよい。前記コアシ
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ェル型ゴムとしては、内部に少なくとも１層以上のゴム層を有することが好ましく、コア
層（最内層）にゴム層を有することがさらに好ましい。
【０１０３】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)において、ゴム層の種類は、特に限定されるも
のではなく、ゴム弾性を有する重合体成分から構成されるものであればよい。例えば、ア
クリル成分、シリコーン成分、スチレン成分、ニトリル成分、共役ジエン成分、ウレタン
成分またはエチレンプロピレン成分などを重合させたものから構成されるゴムが挙げられ
る。好ましいゴムとしては、例えば、アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位など
のアクリル成分、ジメチルシロキサン単位やフェニルメチルシロキサン単位などのシリコ
ーン成分、スチレン単位やα－メチルスチレン単位などのスチレン成分、アクリロニトリ
ル単位やメタクリロニトリル単位などのニトリル成分またはブタンジエン単位やイソプレ
ン単位などの共役ジエン成分を重合させたものから構成されるゴムである。また、これら
の成分を２種以上組み合わせて共重合させたものから構成されるゴムも好ましく、例えば
、(i)アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位などのアクリル成分およびジメチル
シロキサン単位やフェニルメチルシロキサン単位などのシリコーン成分を共重合した成分
から構成されるゴム、(ii)アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位などのアクリル
成分およびスチレン単位やα－メチルスチレン単位などのスチレン成分を共重合した成分
から構成されるゴム、(iii)アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位などのアクリ
ル成分およびブタンジエン単位やイソプレン単位などの共役ジエン成分を共重合した成分
から構成されるゴム、(iv)アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位などのアクリル
成分およびジメチルシロキサン単位やフェニルメチルシロキサン単位などのシリコーン成
分およびスチレン単位やα－メチルスチレン単位などのスチレン成分を共重合した成分か
ら構成されるゴムなどが挙げられる。また、これらの成分の他に、ジビニルベンゼン単位
、アリルアクリレート単位またはブチレングリコールジアクリレート単位などの架橋性成
分を共重合し架橋させたゴムも好ましい。
【０１０４】
　ゴム層のさらに好ましい具体例としては、アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単
位などのアクリル成分を重合した成分から構成されるゴム、ジメチルシロキサン単位やフ
ェニルメチルシロキサン単位などのシリコーン成分を重合した成分から構成されるゴム、
また、これらの組み合わせ、すなわち、アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位な
どのアクリル成分およびジメチルシロキサン単位やフェニルメチルシロキサン単位などの
シリコーン成分を共重合した成分から構成されるゴムが好ましい。最も好ましいゴム層は
、アクリル酸エチル単位やアクリル酸ブチル単位などのアクリル成分を重合した成分から
構成されるゴムである。
【０１０５】
　本発明においては、本発明の効果である耐衝撃性を顕著に発現させるために、コアシェ
ル型ゴム(G-1)の最外層にグリシジル基を含有したものが好ましい。最外層にグリシジル
基を含有するコアシェル型ゴムとしては、特に制限はないが、最外層に含有されるグリシ
ジル基含有化合物として、グリシジル基含有ビニル系単位の重合体が挙げられる。グリシ
ジル基含有ビニル系単位の具体例として、（メタ）アクリル酸グリシジル、イタコン酸グ
リシジル、イタコン酸ジグリシジル、アリルグリシジルエーテル、スチレン－４－グリシ
ジルエーテルまたは４－グリシジルスチレンなどが挙げられ、耐衝撃性向上の観点から、
（メタ）アクリル酸グリシジルが最も好ましく使用される。これらの単位は単独ないし２
種以上を用いることができる。
【０１０６】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)において、最外層を含むシェル層には、上記グ
リシジル基含有ビニル系単位の重合体以外に、不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位
、不飽和ジカルボン酸無水物系単位、脂肪族ビニル系単位、芳香族ビニル系単位、シアン
化ビニル系単位、マレイミド系単位、不飽和ジカルボン酸系単位またはその他のビニル系
単位などから選ばれる少なくとも１種以上の単位を含有する重合体が含有されていても良
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く、中でも、不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位または不飽和ジカルボン酸無水物
系単位から選ばれる少なくとも１種以上の単位を含有する重合体が含有されていることが
好ましい。
【０１０７】
　不飽和カルボン酸アルキルエステル系単位としては、特に限定されるものではないが、
（メタ）アクリル酸アルキルエステルが好ましく使用される。具体的には、（メタ）アク
リル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸n-プロピル、（メタ）ア
クリル酸n-ブチル、（メタ）アクリル酸tert-ブチル、（メタ）アクリル酸n-ヘキシル、
（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸シクロヘキシル、（メタ）
アクリル酸ステアリル、（メタ）アクリル酸オクタデシル、（メタ）アクリル酸フェニル
、（メタ）アクリル酸ベンジル、（メタ）アクリル酸クロロメチル、（メタ）アクリル酸
２－クロロエチル、（メタ）アクリル酸２－ヒドロキシエチル、（メタ）アクリル酸３－
ヒドロキシプロピル、（メタ）アクリル酸２，３，４，５，６－ペンタヒドロキシヘキシ
ル、（メタ）アクリル酸２，３，４，５－テトラヒドロキシペンチル、アクリル酸アミノ
エチル、アクリル酸プロピルアミノエチル、メタクリル酸ジメチルアミノエチル、メタク
リル酸エチルアミノプロピル、メタクリル酸フェニルアミノエチルまたはメタクリル酸シ
クロヘキシルアミノエチルなどが挙げられ、耐衝撃性を向上する効果が大きいという観点
から、（メタ）アクリル酸メチルが好ましく使用される。これらの単位は単独ないし２種
以上を用いることができる。
【０１０８】
　不飽和ジカルボン酸無水物系単位としては、無水マレイン酸、無水イタコン酸、無水グ
ルタコン酸、無水シトラコン酸または無水アコニット酸などが挙げられ、耐衝撃性を向上
する効果が大きいという観点から、無水マレイン酸が好ましく使用される。これらの単位
は単独ないし２種以上を用いることができる。
【０１０９】
　また、脂肪族ビニル系単位としては、エチレン、プロピレンまたはブタジエンなど、芳
香族ビニル系単位としては、スチレン、α－メチルスチレン、１－ビニルナフタレン、４
－メチルスチレン、４－プロピルスチレン、４－シクロヘキシルスチレン、４－ドデシル
スチレン、２－エチル－４－ベンジルスチレン、４－（フェニルブチル）スチレンまたは
ハロゲン化スチレンなど、シアン化ビニル系単位としては、アクリロニトリル、メタクリ
ロニトリルまたはエタクリロニトリルなど、マレイミド系単位としては、マレイミド、Ｎ
－メチルマレイミド、Ｎ－エチルマレイミド、Ｎ－プロピルマレイミド、Ｎ－イソプロピ
ルマレイミド、Ｎ－シクロヘキシルマレイミド、Ｎ－フェニルマレイミド、Ｎ－（p-ブロ
モフェニル）マレイミドまたはＮ－（クロロフェニル）マレイミドなど、不飽和ジカルボ
ン酸系単位として、マレイン酸、マレイン酸モノエチルエステル、イタコン酸、フタル酸
など、その他のビニル系単位としては、アクリルアミド、メタクリルアミド、Ｎ－メチル
アクリルアミド、ブトキシメチルアクリルアミド、Ｎ－プロピルメタクリルアミド、Ｎ－
ビニルジエチルアミン、Ｎ－アセチルビニルアミン、アリルアミン、メタアリルアミン、
Ｎ－メチルアリルアミン、p-アミノスチレン、２－イソプロペニル－オキサゾリン、２－
ビニル－オキサゾリン、２－アクロイル－オキサゾリンまたは２－スチリル－オキサゾリ
ンなどを挙げることができ、これらの単位は単独ないし２種以上を用いることができる。
【０１１０】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)の好ましい具体例としては、コア層がアクリル
酸ブチル重合体で最外層がメタクリル酸メチルまたはメタクリル酸メチル／メタクリル酸
グリシジル共重合体、コア層がジメチルシロキサン／アクリル酸ブチル共重合体で最外層
がメタクリル酸メチルまたはメタクリル酸メチル／メタクリル酸グリシジル共重合体など
が挙げられる。
【０１１１】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)の粒子径は、特に限定されるものではないが、
一次粒子径として、０．０５～１μｍであることが好ましく、０．１～０．８μｍである
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ことがさらに好ましく、０．２～０．６μｍであることが最も好ましい。
【０１１２】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)において、コアとシェルの重量比は、特に限定
されるものではないが、コアシェル型ゴム全体に対して、コア層が５０～９５重量部であ
ることが好ましく、５５～９３重量部であることがより好ましく、６０～９０重量部であ
ることが最も好ましい。
【０１１３】
　本発明におけるコアシェル型ゴム(G-1)としては、上述した条件を満たすものとして、
市販品を用いてもよく、また、公知の方法により作製することもできる。
【０１１４】
　市販品としては、例えば、三菱レイヨン（株）製“メタブレン”、（株）カネカ製“カ
ネエース”、ロームアンドハース製“パラロイド”、武田薬品工業（株）製“スタフィロ
イド”または（株）クラレ製“パラフェイス”などが挙げられ、これらは、単独ないし２
種以上を用いることができる。
【０１１５】
　さらに本発明のポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)が、ポリ乳酸系樹脂(A-1)および
ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)からなる場合、好ましい態様として、相溶化剤(
I)を配合せしめることができる。ここでいう相溶化剤とは、ポリ乳酸系樹脂(A-1)および
ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)の界面張力を低下させ、これら２成分の相溶性
を向上させることができ、耐衝撃性や耐熱性を向上させることができる。
【０１１６】
　本発明における相溶化剤(I)としては、グリシジル化合物または酸無水物をグラフトま
たは共重合した高分子化合物、アクリル樹脂あるいはスチレン樹脂ユニットをグラフトに
より含む高分子化合物などが挙げられ、１種または２種以上で用いてもよい。
【０１１７】
　また、本発明における相溶化剤(I)の配合量は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)
１００重量部に対し、０．５重量部～３０重量部が好ましく、より好ましくは０．８重量
部～２５重量部、とくに好ましくは１重量部～２０重量部である。
【０１１８】
　前記のグリシジル化合物または酸無水物をグラフトまたは共重合した高分子化合物にお
けるグリシジル化合物としては、アクリル酸グリシジル、メタクリル酸グリシジル、エタ
クリル酸グリシジル、イタコン酸グリシジルなどの不飽和有機酸のグリシジルエステル類
、アリルグリシジルエーテルなどのグリシジルエーテル類およびそれらの誘導体（例えば
２－メチルグリシジルメタクリレートなど）が挙げられ、なかでもアクリル酸グリシジル
、メタクリル酸グリシジルが好ましく使用でき、これらは単独ないし２種以上を組み合わ
せて使用することができる。
【０１１９】
　また、酸無水物としては、無水マレイン酸等が好ましく挙げられる。
【０１２０】
　また、グリシジル化合物または酸無水物を高分子化合物にグラフトまたは共重合する際
の使用量は、特に限定されるものではないが、高分子化合物に対して０．０５～２０重量
％であることが好ましく、０．１～１５重量％がさらに好ましい。
【０１２１】
　グリシジル化合物または酸無水物をグラフトまたは共重合した高分子化合物としては、
限定されるものではないが、アクリロニトリル／スチレン、ビニル系共重合体、ポリアミ
ド樹脂およびポリエステル樹脂などに前記のグリシジル化合物または酸無水物をグラフト
または共重合により含む高分子化合物であり、その中から選ばれる一種または２種以上で
使用される。具体的には、アクリロニトリル／スチレン／グリシジルメタクリレート、エ
チレン／プロピレン-g-無水マレイン酸、エチレン／グリシジルメタクリレート、エチレ
ンエチルアクリレート-g-無水マレイン酸、エチレン／ブテン１-g-無水マレイン酸などが
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挙げられる。なお、ここで、“／”は共重合を表し、“-g-”はグラフトを表す。
【０１２２】
　前記アクリル樹脂あるいはスチレン樹脂ユニットをグラフトにより含む高分子化合物と
は、少なくとも１種以上のアクリル樹脂あるいはスチレン樹脂ユニットをグラフト共重合
体の分岐鎖として含む高分子化合物であり、この場合、主鎖となる高分子の例としてはポ
リオレフィン、ポリスチレン、アクリル系樹脂、およびポリカーボネート樹脂などをあげ
ることができる。
【０１２３】
　前記のポリオレフィンとは、エチレン、プロピレン、ブテン－１、ヘキセン－１、３－
メチルブテン－１、４－メチルペンテン－１、ヘプテン－１、オクテン－１などのα－オ
レフィンの単独重合体、ランダムまたはブロックなどの形態をなす相互共重合体、これら
α－オレフィンの過半重量と他の不飽和単量体とのランダム、ブロックもしくはグラフト
などの共重合体化したものを指し、ここで他の不飽和単量体としては、アクリル酸、メタ
クリル酸、マレイン酸、イタコン酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリル
酸メチル、無水マレイン酸、グリシジルメタクリル酸、アリールマレイン酸イミド、アル
キルマレイン酸イミドなどの不飽和有機酸またはその誘導体、あるいは酢酸ビニル、酪酸
ビニルなどのビニルエステル、あるいはスチレン、メチルスチレンなどの芳香族ビニル化
合物、あるいはビニルトリメチルメトキシシラン、メタクリロイルオキシプロピルトリメ
トキシシランなどのビニルシラン、あるいはジシクロペンタジエン、４－エチリデン－２
－ノルボルネンなどの非共役ジエンなどを用いることができ、共重合の場合には、α－オ
レフィンや他の単量体は、２種に限らず、複数種からなるものであってもよい。
【０１２４】
　また、前記のポリスチレンとは、スチレン、メチルスチレン、グリシジル置換スチレン
などのスチレン系モノマーの単独重合体、ランダムまたはブロックなどの形態をなす相互
共重合体、これらの過半重量と他の不飽和単量体とのランダム、ブロックもしくはグラフ
トなどの共重合体化したものを指し、ここで他の不飽和単量体としては、アクリル酸、メ
タクリル酸、マレイン酸、イタコン酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メタクリ
ル酸メチル、無水マレイン酸、グリシジルメタクリル酸、アリールマレイン酸イミド、ア
ルキルマレイン酸イミドなどの不飽和有機酸またはその誘導体、あるいは酢酸ビニル、酪
酸ビニルなどのビニルエステル、あるいはスチレン、メチルスチレンなどの芳香族ビニル
化合物、あるいはビニルトリメチルメトキシシラン、メタクリロイルオキシプロピルトリ
メトキシシランなどのビニルシラン、あるいはジシクロペンタジエン、４－エチリデン－
２－ノルボルネンなどの非共役ジエンなどを用いることができ、共重合の場合には、α－
オレフィンや他の単量体は、２種に限らず、複数種からなるものであってもよい。
【０１２５】
　また、前記のアクリル系樹脂とは、アクリル酸、メタクリル酸、アクリル酸メチル、ア
クリル酸エチル、メタクリル酸メチル、グリシジルメタクリル酸などのアクリル系樹脂モ
ノマーの単独重合体、ランダムまたはブロックなどの形態をなす相互共重合体、これらの
過半重量と他の不飽和単量体とのランダム、ブロックもしくはグラフトなどの共重合体化
したものを指し、ここで他の不飽和単量体としては、マレイン酸、イタコン酸、無水マレ
イン酸、アリールマレイン酸イミド、アルキルマレイン酸イミドなどの不飽和有機酸また
はその誘導体、あるいは酢酸ビニル、酪酸ビニルなどのビニルエステル、あるいはスチレ
ン、メチルスチレンなどの芳香族ビニル化合物、あるいはビニルトリメチルメトキシシラ
ン、メタクリロイルオキシプロピルトリメトキシシランなどのビニルシラン、あるいはジ
シクロペンタジエン、４－エチリデン－２－ノルボルネンなどの非共役ジエンなどを用い
ることができ、共重合の場合には、α－オレフィンや他の単量体は、２種に限らず、複数
種からなるものであってもよい。
【０１２６】
　前記ポリカーボネート樹脂とは、芳香族ポリカーボネート樹脂、脂肪族ポリカーボネー
ト樹脂、脂肪族ポリエステルカーボネート樹脂および分岐（架橋）ポリカーボネート樹脂
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などが挙げられ、これらの過半重量と他の不飽和単量体とのランダム、ブロックもしくは
グラフトなどの共重合体化したものを指し、ここで他の不飽和単量体としては、アクリル
酸、メタクリル酸、マレイン酸、イタコン酸、アクリル酸メチル、アクリル酸エチル、メ
タクリル酸メチル、無水マレイン酸、グリシジルメタクリル酸、アリールマレイン酸イミ
ド、アルキルマレイン酸イミドなどの不飽和有機酸またはその誘導体、あるいは酢酸ビニ
ル、酪酸ビニルなどのビニルエステル、あるいはスチレン、メチルスチレンなどの芳香族
ビニル化合物、あるいはビニルトリメチルメトキシシラン、メタクリロイルオキシプロピ
ルトリメトキシシランなどのビニルシラン、あるいはジシクロペンタジエン、４－エチリ
デン－２－ノルボルネンなどの非共役ジエンなどを用いることができ、共重合の場合には
、α－オレフィンや他の単量体は、２種に限らず、複数種からなるものであってもよい。
【０１２７】
　ここで、グラフトによって導入されるアクリル樹脂は、（メタ）アクリル酸エステル単
量体を重合して、又は（メタ）アクリル酸エステル単量体とこれと共重合可能な単量体と
を共重合して得られる重合体であり、（メタ）アクリル酸エステル単量体の例としては、
（メタ）アクリル酸と、炭素数１～１２のアルコールとのエステルが挙げられ、具体的に
は、（メタ）アクリル酸メチル、（メタ）アクリル酸エチル、（メタ）アクリル酸プロピ
ル、（メタ）アクリル酸n-ブチル、（メタ）アクリル酸イソブチル、（メタ）アクリル酸
ｔ－ブチル、（メタ）アクリル酸２－エチルヘキシル、（メタ）アクリル酸オクチル等を
挙げることができる。中でも、メタクリル酸メチル単独（以下、ＰＭＭＡ）、またはメタ
クリル酸メチルと他の共重合体性ビニルまたはビニリデン系単量体の混合物を重合して得
られるものが好ましく、さらに好ましくは８０重量％以上のメタクリル酸メチルを含有す
るものである。他の共重合体性ビニルまたはビニリデン系単量体としては、好ましくはア
クリル酸メチル、アクリル酸エチル、アクリル酸ブチル、アクリル酸２－エチルヘキシル
などの炭素数１～８のアクリル酸アルキルエステル、アクリル酸グリシジル、メタクリル
酸グリシジル、無水マレイン酸、スチレン、およびアクリロニトリルが挙げられる。導入
されるアクリル樹脂は、一種に限らず、複数種でも可能である。
【０１２８】
　また、グラフトによって導入されるスチレン樹脂は、スチレン単独（以下、ＰＳ）、ま
たはスチレンとアクリロニトリルとの共重合体（以下、ＡＳ）が好ましく用いられる。
【０１２９】
　また、アクリル樹脂あるいはスチレン樹脂ユニットをグラフトにより含む高分子化合物
の具体例としては、ポリエチレン-g-ポリメタクリル酸メチル（ＰＥ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ
プロピレン-g-ポリメタクリル酸メチル（ＰＰ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ（エチレン／プロピレ
ン）-g-ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＰＭ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ（エチレン／アクリル酸
エチル）-g-ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＥＡ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ（エチレン／酢酸ビ
ニル）-g-ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＶＡ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ（エチレン／アクリル
酸エチル／無水マレイン酸）-g-ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＥＡ／ＭＡＨ-g-ＰＭＭＡ
）、ポリ（エチレン／グシジルメタクリレート）-g-ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＧＭ
Ａ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ（アクリル酸エチル／グリシジルメタクリレート）-g-ポリメタク
リル酸メチル（ＥＡ／ＧＭＡ-g-ＰＭＭＡ）、ポリカーボネート-g-ポリメタクリル酸メチ
ル（ＰＣ-g-ＰＭＭＡ）、ポリカーボネート-g-ポリメタクリル酸メチル／グリシジルメタ
クリレート（ＰＣ-g-ＰＭＭＡ／ＧＭＡ）、ポリエチレン-g-ポリスチレン（ＰＥ-g-ＰＳ
）、ポリプロピレン-g-ポリスチレン（ＰＰ-g-ＰＳ）、ポリ（エチレン／プロピレン）-g
-ポリスチレン（Ｅ／ＰＭ-g-ＰＳ）、ポリ（エチレン／アクリル酸エチル）-g-ポリスチ
レン（Ｅ／ＥＡ-g-ＰＳ）、ポリ（エチレン／酢酸ビニル）-g-ポリスチレン（Ｅ／ＶＡ-g
-ＰＳ）、ポリ（エチレン／アクリル酸エチル／無水マレイン酸）-g-ポリスチレン（Ｅ／
ＥＡ／ＭＡＨ-g-ＰＳ）、ポリ（エチレン／グシジルメタクリレート）-g-ポリスチレン（
Ｅ／ＧＭＡ-g-ＰＳ）、ポリ（アクリル酸エチル／グリシジルメタクリレート）-g-ポリス
チレン（ＥＡ／ＧＭＡ-g-ＰＳ）、ポリカーボネート-g-ポリスチレン（ＰＣ-g-ＰＳ）、
ポリカーボネート-g-ポリスチレン／無水マレイン酸（ＰＣ-g-ＰＳ／ＭＡＨ）、ポリカー
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ボネート-g-ポリスチレン／グリシジルメタクリレート（ＰＣ-g-ＰＳ／ＧＭＡ）、ポリエ
チレン-g-ＡＳ（ＰＥ-g-ＡＳ）、ポリプロピレン-g-ＡＳ（ＰＰ-g-ＡＳ）、ポリ（エチレ
ン／プロピレン）-g-ＡＳ（Ｅ／ＰＭ-g-ＡＳ）、ポリ（エチレン／アクリル酸エチル）-g
-ＡＳ（Ｅ／ＥＡ-g-ＡＳ）、ポリ（エチレン／酢酸ビニル）-g-ＡＳ（Ｅ／ＶＡ-g-ＡＳ）
、ポリ（エチレン／アクリル酸エチル／無水マレイン酸）-g-ＡＳ（Ｅ／ＥＡ／ＭＡＨ-g-
ＡＳ）、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）-g-ＡＳ（Ｅ／ＧＭＡ-g-ＡＳ）、
ポリ（アクリル酸エチル／グリシジルメタクリレート）-g-ＡＳ（ＥＡ／ＧＭＡ-g-ＡＳ）
、ポリカーボネート-g-ＡＳ（ＰＣ-g-ＡＳ）、ポリカーボネート-g-ＡＳ／無水マレイン
酸（ＰＣ-g-ＡＳ／ＭＡＨ）、ポリカーボネート-g-ＡＳ／グリシジルメタクリレート（Ｐ
Ｃ-g-ＡＳ／ＧＭＡ）などが挙げられる。
【０１３０】
　また、その他の相溶化剤(I)として、ポリメタクリル酸メチル-g-ポリエステルやメタク
リル酸メチル／グリシジルメタクリレート-g-ポリエステルなども好適に使用することが
できる。
【０１３１】
　ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)がポリカーボネート樹脂の場合、相溶化剤(I)
の好ましい具体例は、ポリエチレン／グリシジルメタクリレート、メタクリル酸メチル／
グリシジルメタクリレート-g-ポリエステル、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレー
ト）-g-ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＧＭＡ-g-ＰＭＭＡ）、ポリ（エチレン／グリシジ
ルメタクリレート）-g-ポリスチレン（Ｅ／ＧＭＡ-g-ＰＳ）、ポリ（エチレン／グリシジ
ルメタクリレート）-g-ＡＳ（Ｅ／ＧＭＡ-g-ＡＳ）、ポリカーボネート-g-ポリメタクリ
ル酸メチル（ＰＣ-g-ＰＭＭＡ）、ポリカーボネート-g-ポリ（メタクリル酸メチル／グリ
シジルメタクリレート）（ＰＣ-g-ＰＭＭＡ／ＧＭＡ）、ポリカーボネート-g-ポリスチレ
ン（ＰＣ-g-ＰＳ）、ポリカーボネート-g-ポリスチレン／無水マレイン酸（ＰＣ-g-ＰＳ
／ＭＡＨ）、ポリカーボネート-g-ポリスチレン／グリシジルメタクリレート（ＰＣ-g-Ｐ
Ｓ／ＧＭＡ）、ポリカーボネート-g-ＡＳ（ＰＣ-g-ＡＳ）、ポリカーボネート-g-ＡＳ／
無水マレイン酸（ＰＣ-g-ＡＳ／ＭＡＨ）、ポリカーボネート-g-ＡＳ／グリシジルメタク
リレート（ＰＣ-g-ＡＳ／ＧＭＡ）などが好ましい例として挙げられる。より好ましい具
体例としては、ポリエチレン／グリシジルメタクリレート、メタクリル酸メチル／グリシ
ジルメタクリレート-g-ポリエステル、ポリ（エチレン／グリシジルメタクリレート）-g-
ポリメタクリル酸メチル（Ｅ／ＧＭＡ-g-ＰＭＭＡ）、ポリカーボネート-g-ポリ（メタク
リル酸メチル／グリシジルメタクリレート）（ＰＣ-g-ＰＭＭＡ／ＧＭＡ）などが挙げら
れる。
【０１３２】
　さらに、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、高度な難燃性向上の観点から、難燃剤(B)
および縮合リン酸エステル(H)以外の難燃剤を配合せしめることができる。本発明の熱可
塑性樹脂組成物に含有せしめることができる難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外
の難燃剤とは、難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外の難燃剤であり、樹脂に難燃
性を付与する目的で添加される物質であれば特に限定されるものではなく、具体的には、
臭素系難燃剤、難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外のリン系難燃剤、窒素化合物
系難燃剤、シリコーン系難燃剤、およびその他の無機系難燃剤などが挙げられ、これら少
なくとも１種以上を選択して用いることができる。
【０１３３】
　本発明で好適に用いられる臭素系難燃剤の具体例としては、デカブロモジフェニルオキ
サイド、オクタブロモジフェニルオキサイド、テトラブロモジフェニルオキサイド、テト
ラブロモ無水フタル酸、ヘキサブロモシクロドデカン、ビス（２，４，６－トリブロモフ
ェノキシ）エタン、エチレンビステトラブロモフタルイミド、ヘキサブロモベンゼン、１
，１－スルホニル［３，５－ジブロモ－４－（２，３－ジブロモプロポキシ）］ベンゼン
、ポリジブロモフェニレンオキサイド、テトラブロムビスフェノール－Ｓ、トリス（２，
３－ジブロモプロピル－１）イソシアヌレート、トリブロモフェノール、トリブロモフェ
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ニルアリルエーテル、トリブロモネオペンチルアルコール、ブロム化ポリスチレン、ブロ
ム化ポリエチレン、テトラブロムビスフェノール－Ａ、テトラブロムビスフェノール－Ａ
誘導体、テトラブロムビスフェノール－Ａ－エポキシオリゴマーまたはポリマー、テトラ
ブロムビスフェノール－Ａ－カーボネートオリゴマーまたはポリマー、ブロム化フェノー
ルノボラックエポキシなどのブロム化エポキシ樹脂、テトラブロムビスフェノール－Ａ－
ビス（２－ヒドロキシジエチルエーテル）、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（２
，３－ジブロモプロピルエーテル）、テトラブロムビスフェノール－Ａ－ビス（アリルエ
ーテル）、テトラブロモシクロオクタン、エチレンビスペンタブロモジフェニル、トリス
（トリブロモネオペンチル）ホスフェート、ポリ（ペンタブロモベンジルポリアクリレー
ト）、オクタブロモトリメチルフェニルインダン、ジブロモネオペンチルグリコール、ペ
ンタブロモベンジルポリアクリレート、ジブロモクレジルグリシジルエーテル、Ｎ，Ｎ’
－エチレン－ビス－テトラブロモフタルイミドなどが挙げられる。なかでも、テトラブロ
ムビスフェノール－Ａ－エポキシオリゴマー、テトラブロムビスフェノール－Ａ－カーボ
ネートオリゴマー、ブロム化エポキシ樹脂が好ましい。
【０１３４】
　本発明で好適に用いられる難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外のリン系難燃剤
は、難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外のリン系難燃剤であれば特に制限はない
が、代表的には縮合リン酸エステル(H)以外のリン酸エステル、難燃剤(B)以外のポリリン
酸塩などの有機リン系化合物や赤リンが挙げられる。
【０１３５】
　上記の有機リン系化合物における縮合リン酸エステル(H)以外のリン酸エステルの具体
例としては、トリメチルホスフェート、トリエチルホスフェート、トリブチルホスフェー
ト、トリ（２－エチルヘキシル）ホスフェート、トリブトキシエチルホスフェート、トリ
フェニルホスフェート、トリクレジルホスフェート、トリキシレニルホスフェート、トリ
ス（イソプロピルフェニル）ホスフェート、トリス（フェニルフェニル）ホスフェート、
トリナフチルホスフェート、クレジルジフェニルホスフェート、キシレニルジフェニルホ
スフェート、ジフェニル（２－エチルヘキシル）ホスフェート、ジ（イソプロピルフェニ
ル）フェニルホスフェート、モノイソデシルホスフェート、２－アクリロイルオキシエチ
ルアシッドホスフェート、２－メタクリロイルオキシエチルアシッドホスフェート、ジフ
ェニル－２－アクリロイルオキシエチルホスフェート、ジフェニル－２－メタクリロイル
オキシエチルホスフェート、トリフェニルホスフィンオキサイド、トリクレジルホスフィ
ンオキサイド、メタンホスホン酸ジフェニル、フェニルホスホン酸ジエチルなどを挙げる
ことができる。
【０１３６】
　また、リン酸、ポリリン酸と周期律表ＩＡ族～ＩＶＢ族の金属、アンモニア、ピペラジ
ンを除く脂肪族アミン、メラミンを除く芳香族アミンとの塩からなるリン酸塩、ポリリン
酸塩を挙げることもできる。ポリリン酸塩の代表的な塩として、金属塩としてリチウム塩
、ナトリウム塩、カルシウム塩、バリウム塩、鉄(II)塩、鉄(III)塩、アルミニウム塩な
ど、ピペラジン塩を除く脂肪族アミン塩としてメチルアミン塩、エチルアミン塩、ジエチ
ルアミン塩、トリエチルアミン塩、エチレンジアミン塩などがあり、メラミン塩を除く芳
香族アミン塩としてはピリジン塩、トリアジン塩などが挙げられる。
【０１３７】
　また、上記の他、トリスクロロエチルホスフェート、トリスジクロロプロピルホスフェ
ート、トリス（β－クロロプロピル）ホスフェート）などの含ハロゲンリン酸エステル、
また、リン原子と窒素原子が二重結合で結ばれた構造を有するホスファゼン化合物、リン
酸エステルアミドを挙げることができる。
【０１３８】
　また、赤リンとしては、未処理の赤リンのみでなく、熱硬化性樹脂被膜、金属水酸化物
被膜、金属メッキ被膜から成る群より選ばれる１種以上の化合物被膜により処理された赤
リンを好ましく使用することができる。熱硬化性樹脂被膜の熱硬化性樹脂としては、赤リ
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ンを被膜できる樹脂であれば特に制限はなく、例えば、フェノール－ホルマリン系樹脂、
尿素－ホルマリン系樹脂、メラミン－ホルマリン系樹脂、アルキッド系樹脂などが挙げら
れる。金属水酸化物被膜の金属水酸化物としては、赤リンを被膜できるものであれば特に
制限はなく、例えば、水酸化アルミニウム、水酸化マグネシウム、水酸化亜鉛、水酸化チ
タンなどを挙げることができる。金属メッキ被膜の金属としては、赤リンを被膜できるも
のであれば特に制限はなく、Ｆｅ、Ｎｉ、Ｃｏ、Ｃｕ、Ｚｎ、Ｍｎ、Ｔｉ、Ｚｒ、Ａｌま
たはこれらの合金などが挙げられる。さらに、これらの被膜は２種以上組み合わせて、あ
るいは２種以上に積層されていてもよい。
【０１３９】
　本発明で好適に用いられる窒素化合物系難燃剤としては、脂肪族アミン化合物、芳香族
アミン化合物、含窒素複素環化合物、シアン化合物、脂肪族アミド、芳香族アミド、尿素
、チオ尿素などを挙げることができる。なお、上記リン系難燃剤で例示したようなポリリ
ン酸アンモニウムなど含窒素リン系難燃剤はここでいう窒素化合物系難燃剤には含まない
。脂肪族アミンとしては、エチルアミン、ブチルアミン、ジエチルアミン、エチレンジア
ミン、ブチレンジアミン、トリエチレンテトラミン、１，２－ジアミノシクロヘキサン、
１，２－ジアミノシクロオクタンなどを挙げることができる。芳香族アミンとしては、ア
ニリン、フェニレンジアミンなどを挙げることができる。含窒素複素環化合物としては、
尿酸、アデニン、グアニン、２，６－ジアミノプリン、２，４，６－トリアミノピリジン
、トリアジン化合物などを挙げることができる。シアン化合物としては、ジシアンジアミ
ドなどを挙げることができる。脂肪族アミドとしては、Ｎ，Ｎ－ジメチルアセトアミドな
どを挙げることができる。芳香族アミドとしては、Ｎ，Ｎ－ジフェニルアセトアミドなど
を挙げることができる。
【０１４０】
　上記において例示したトリアジン化合物は、トリアジン骨格を有する含窒素複素環化合
物であり、トリアジン、メラミン、ベンゾグアナミン、メチルグアナミン、シアヌル酸、
メラミンシアヌレート、メラミンイソシアヌレート、トリメチルトリアジン、トリフェニ
ルトリアジン、アメリン、アメリド、チオシアヌル酸、ジアミノメルカプトトリアジン、
ジアミノメチルトリアジン、ジアミノフェニルトリアジン、ジアミノイソプロポキシトリ
アジンなどを挙げることができる。
【０１４１】
　メラミンシアヌレートまたはメラミンイソシアヌレートとしては、シアヌール酸または
イソシアヌール酸とトリアジン化合物との付加物が好ましく、通常は１対１（モル比）、
場合により１対２（モル比）の組成を有する付加物を挙げることができる。また、公知の
方法で製造されるが、例えば、メラミンとシアヌール酸またはイソシアヌール酸の混合物
を水スラリーとし、良く混合して両者の塩を微粒子状に形成させた後、このスラリーを濾
過、乾燥後に一般には粉末状で得られる。また、上記の塩は完全に純粋である必要は無く
、多少未反応のメラミンないしシアヌール酸、イソシアヌール酸が残存していても良い。
また、樹脂に配合される前の平均粒径は、成形品の難燃性、機械的強度、表面性の点から
１００～０．０１μｍが好ましく、更に好ましくは８０～１μｍである。
【０１４２】
　窒素化合物系難燃剤の中では、含窒素複素環化合物が好ましく、中でもトリアジン化合
物が好ましく、さらにメラミンシアヌレートが好ましい。
【０１４３】
　また、上記窒素化合物系難燃剤の分散性が悪い場合には、トリス（β－ヒドロキシエチ
ル）イソシアヌレートなどの分散剤やポリビニルアルコール、金属酸化物などの公知の表
面処理剤などを併用してもよい。
【０１４４】
　本発明で好適に用いられるシリコーン系難燃剤としては、シリコーン樹脂、シリコーン
オイルを挙げることができる。前記シリコーン樹脂は、ＳｉＯ２、ＲＳｉＯ３／２、Ｒ２

ＳｉＯ、Ｒ３ＳｉＯ１／２の構造単位を組み合わせてできる三次元網状構造を有する樹脂
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などを挙げることができる。ここで、Ｒはメチル基、エチル基、プロピル基等のアルキル
基、または、フェニル基、ベンジル基等の芳香族基、または上記置換基にビニル基を含有
した置換基を示す。前記シリコーンオイルは、ポリジメチルシロキサン、およびポリジメ
チルシロキサンの側鎖あるいは末端の少なくとも１つのメチル基が、水素元素、アルキル
基、シクロヘキシル基、フェニル基、ベンジル基、アミノ基、エポキシ基、ポリエーテル
基、カルボキシル基、メルカプト基、クロロアルキル基、アルキル高級アルコールエステ
ル基、アルコール基、アラルキル基、ビニル基、またはトリフロロメチル基の選ばれる少
なくとも１つの基により変性された変性ポリシロキサン、またはこれらの混合物を挙げる
ことができる。さらには、ポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)がポリカーボネート
樹脂の場合、ポリカーボネート樹脂(A-2)にシリコーン系樹脂やポリジメチルシロキサン
などのシリコーン化合物を共重合させた樹脂を用いても良い。
【０１４５】
　本発明で好適に用いられるその他の無機系難燃剤としては、水酸化マグネシウム、水酸
化アルミニウム、三酸化アンチモン、五酸化アンチモン、アンチモン酸ソーダ、ヒドロキ
シスズ酸亜鉛、スズ酸亜鉛、メタスズ酸、酸化スズ、酸化スズ塩、硫酸亜鉛、酸化亜鉛、
酸化第一鉄、酸化第二鉄、酸化第一錫、酸化第二スズ、ホウ酸亜鉛、ホウ酸カルシウム、
ホウ酸アンモニウム、オクタモリブデン酸アンモニウム、タングステン酸の金属塩、タン
グステンとメタロイドとの複合酸化物酸、スルファミン酸アンモニウム、黒鉛、膨潤性黒
鉛などを挙げることができる。中でも、水酸化アルミニウム、ホウ酸亜鉛、膨潤性黒鉛が
好ましい。
【０１４６】
　本発明における難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外の難燃剤は、１種で用いて
も、２種以上併用して用いてもかまわない。
【０１４７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に難燃剤(B)および縮合リン酸エステル(H)以外の難燃剤を
配合せしめる場合、その配合量は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部
に対して、好ましくは０．１～５０重量部であり、さらに好ましくは０．５～４０重量部
であり、最も好ましくは１～３０重量部である。
【０１４８】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物に、好ましい態様として、無機充填剤を含有せしめ
ることもできる。無機充填剤としては、例えば板状、粒状あるいは粉末状のものが挙げら
れ、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)中で均一に分散可能な無機充填剤が好ましく
、珪酸鉱物、珪酸塩鉱物や種々の鉱物類を粉砕などの加工により微粉化したものが好まし
く用いられる。具体例としては、ベントナイト、ドロマイト、バーライト、微粉ケイ酸、
ケイ酸アルミニウム、ドーソナイト、シラスバルーン、セリサイト、長石粉、ガラスフレ
ーク、ガラスビーズ、グラファイト、金属箔、セラミックビーズ、チタン酸カリウム、石
膏、ノバキュライト、白土、ハイドロタルサイトなどが挙げられる。
【０１４９】
　前記の無機充填剤は、特に平均粒径は１０μｍ以下であることが機械的性質の低下が少
なく、より好ましくは５μｍ以下である。下限としては、製造時のハンドリング性の点か
ら０．５μｍ以上の平均粒径であることが好ましく、０．８μｍ以上の平均粒径であるこ
とがより好ましい。また、平均粒径の測定はレーザー回折散乱式の方法で測定される累積
分布５０％平均粒子径とする。
【０１５０】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物に、無機充填剤を配合せしめる場合、無機充填剤の
配合量は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、０．５重量部～
３０重量部が好ましく、より好ましくは０．８重量部～２５重量部、最も好ましくは１重
量部～２０重量部である。
【０１５１】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらに可塑剤(F)および相溶化剤(I)以外のエポキシ
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化合物を配合することができる。エポキシ化合物としては、単官能のエポキシ化合物であ
っても２官能以上のエポキシ化合物であってもよく、特に制限はないが、グリシジル基を
有するエポキシ化合物であることが好ましく、例えばグリシジルエステル化合物、グリシ
ジルエーテル化合物、およびグリシジルエステルエーテル化合物が挙げられる。これらの
エポキシ化合物は１種以上で用いることができる。前記のグリシジルエステル化合物とし
ては、限定されるものではないが、具体例として、安息香酸グリシジルエステル、tert-
ブチル－安息香酸グリシジルエステル、p-トルイル酸グリシジルエステル、シクロヘキサ
ンカルボン酸グリシジルエステル、ペラルゴン酸グリシジルエステル、ステアリン酸グリ
シジルエステル、ラウリン酸グリシジルエステル、パルミチン酸グリシジルエステル、ベ
ヘン酸グリシジルエステル、バーサティク酸グリシジルエステル、オレイン酸グリシジル
エステル、リノール酸グリシジルエステル、リノレイン酸グリシジルエステル、ベヘノー
ル酸グリシジルエステル、ステアロール酸グリシジルエステル、テレフタル酸ジグリシジ
ルエステル、イソフタル酸ジグリシジルエステル、フタル酸ジグリシジルエステル、ナフ
タレンジカルボン酸ジグリシジルエステル、ビ安息香酸ジグリシジルエステル、メチルテ
レフタル酸ジグリシジルエステル、ヘキサヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、テトラ
ヒドロフタル酸ジグリシジルエステル、シクロヘキサンジカルボン酸ジグリシジルエステ
ル、アジピン酸ジグリシジルエステル、コハク酸ジグリシジルエステル、セバシン酸ジグ
リシジルエステル、ドデカンジオン酸ジグリシジルエステル、オクタデカンジカルボン酸
ジグリシジルエステル、トリメリット酸トリグリシジルエステル、ピロメリット酸テトラ
グリシジルエステルなどが挙げられ、これらは１種または２種以上を用いることができる
。
【０１５２】
　また、前記のグリシジルエーテル化合物としては、限定されるものではないが、具体例
として、フェニルグリシジルエーテル、p-フェニルフェニルグリシジルエーテル、１，４
－ビス（β，γ－エポキシプロポキシ）ブタン、１，６－ビス（β，γ－エポキシプロポ
キシ）ヘキサン、１，４－ビス（β，γ－エポキシプロポキシ）ベンゼン、１－（β，γ
－エポキシプロポキシ）－２－エトキシエタン、１－（β，γ－エポキシプロポキシ）－
２－ベンジルオキシエタン、２，２－ビス－［р-（β，γ－エポキシプロポキシ）フェ
ニル］プロパンおよびビス－（４－ヒドロキシフェニル）メタンなどのその他のビスフェ
ノールとエピクロルヒドリンの反応で得られるジグリシジルエーテルなどが挙げられ、こ
れらは１種または２種以上を用いることができる。
【０１５３】
　また、その他グリシジル基を有するエポキシ化合物としては、トリス（２，３－エポキ
シプロピル）イソシアヌレートなどが挙げられる。
【０１５４】
　前記エポキシ化合物のエポキシ当量は、５００未満のエポキシ化合物が好ましく、さら
にはエポキシ当量４００未満のエポキシ化合物が特に好ましい。ここで、エポキシ当量と
は、１当量のエポキシ基を含むエポキシ化合物のグラム数であり、エポキシ化合物をピリ
ジンに溶解し、０．０５Ｎ塩酸を加え４５℃で加熱後、指示薬にチモールブルーとクレゾ
ールレツドの混合液を用い、０．０５Ｎ苛性ソーダで逆滴定する方法により求めることが
できる。
【０１５５】
　前記エポキシ化合物は粘度安定性と機械特性を阻害せずにポリ乳酸系樹脂(A-1)の耐加
水分解性を向上させることに大きな効果があり、エポキシ化合物の配合量は粘度安定性と
耐加水分解性の面から、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対して、
好ましくは０．０１～１０重量部、より好ましくは０．０５～９重量部、最も好ましくは
０．１～８重量部である。
【０１５６】
　前記エポキシ化合物の添加方法としては、本発明の熱可塑性樹脂組成物を製造する際に
、ポリ乳酸系樹脂(A-1)およびポリ乳酸系樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)とともに押出機な
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どの加熱溶融混練装置に添加する方法や、予めポリ乳酸系樹脂(A-1)と前記エポキシ化合
物を押出機などの加熱溶融混練装置で加熱溶融混練しておき、その後、それとポリ乳酸系
樹脂以外の熱可塑性樹脂(A-2)とを加熱溶融混練する方法などが挙げられる。
【０１５７】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらにアルカリ土類金属化合物を含有せしめること
ができ、アルカリ土類金属化合物としては、マグネシウム化合物、カルシウム化合物、お
よびバリウム化合物などのアルカリ土類金属化合物が好ましく挙げられる。また、前記ア
ルカリ土類金属化合物としては、アルカリ土類金属の水酸化物、炭酸塩、硫酸塩、酢酸塩
、乳酸塩、オレイン酸、パルミチン酸、ステアリン酸およびモンタン酸などの有機酸塩が
挙げられる。また、前記アルカリ土類金属化合物の具体例としては、水酸化マグネシウム
、水酸化カルシウム、水酸化バリウム、炭酸マグネシウム、炭酸カルシウム、炭酸バリウ
ム、硫酸マグネシウム、硫酸カルシウム、硫酸バリウム、酢酸マグネシウム、酢酸カルシ
ウム、酢酸バリウム、乳酸マグネシウム、乳酸カルシウム、乳酸バリウム、さらにはオレ
イン酸、パルミチン酸、ステアリン酸およびモンタン酸などの有機酸のマグネシウム塩、
カルシウム塩、およびバリウム塩などが挙げられる。この中で、アルカリ土類金属の水酸
化物、炭酸塩が好ましく用いられ、特に、水酸化マグネシウムおよび炭酸カルシウムが好
ましく用いられ、より好ましくは炭酸カルシウムが用いられる。かかるアルカリ土類金属
は１種または２種以上で用いることができる。また、上記の炭酸カルシウムは製造方法に
より、コロライド炭酸カルシウム、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウム、湿式粉砕
微粉重質炭酸カルシウム、湿式重質炭酸カルシウム（白亜）などが知られており、いずれ
も炭酸カルシウムに包含される。これらのアルカリ土類金属化合物は、シランカップリン
グ剤、有機物および無機物などの１種以上の表面処理剤で処理されていても良く、形状は
粉末状、板状あるいは繊維状であっても構わないが、平均粒径１０μｍ以下の粉末状で用
いることが分散性などから好ましい。さらに粒径が細かいと耐加水分解性の向上効果が大
きく好ましい。
【０１５８】
　前記アルカリ土類金属化合物を配合する効果としては、難燃剤、とくにリン系難燃剤は
加水分解され易いため、ポリ乳酸樹脂の耐加水分解性に悪影響を与えるが、エポキシ化合
物に加えてアルカリ土類金属化合物を併用して添加することにより、前記の加水分解され
たリン系難燃剤から生じるリン酸をアルカリ土類金属化合物で中和することによって、よ
り一層耐加水分解性を向上しているものと推定される。また、アルカリ土類金属化合物の
代わりに、アルカリ金属化合物を用いる場合、アルカリ金属化合物は、アルカリ性を有す
る場合が多く通常はポリ乳酸樹脂の加水分解を促進するため好ましくない。前記アルカリ
土類金属化合物は、中性状態では水に難溶性であり、リン酸エステルが分解して系が酸性
になった場合に酸性環境下で溶解し中和作用を示すものが好ましく用いられる。中性状態
の溶解度は、例えば日本化学会編（昭和４１年）「化学便覧」丸善出版（株）発行等の便
覧に記載されており、水への溶解度が１g/100g水以下が好ましく、さらに好ましくは１０
－１g/100g水以下である。ちなみに最も好ましく用いられる炭酸カルシウムの水に対する
溶解度は５．２×１０－３g/100g水である。
【０１５９】
　また、アルカリ土類金属化合物の配合量は、機械特性と耐加水分解性の面から、ポリ乳
酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対して、０．０１～１０重量部、好まし
くは０．０５～９重量部、より好ましくは０．１～８重量部である。
【０１６０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらに繊維状強化材を含有せしめることができ、耐
熱性とくに熱変形温度の向上を図ることができる。
【０１６１】
　前記繊維状強化材としては、通常熱可塑性樹脂の強化に用いられるものを用いることが
できる。具体的には、ガラス繊維、アスベスト繊維、炭素繊維、グラファイト繊維、金属
繊維、チタン酸カリウムウイスカー、ホウ酸アルミニウムウイスカー、マグネシウム系ウ
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イスカー、珪素系ウイスカー、ウォラストナイト、セピオライト、アスベスト、スラグ繊
維、ゾノライト、エレスタダイト、石膏繊維、シリカ繊維、シリカ・アルミナ繊維、ジル
コニア繊維、窒化硼素繊維、窒化硅素繊維および硼素繊維などの無機繊維状強化材、ポリ
エステル繊維、ナイロン繊維、アクリル繊維、再生セルロース繊維、アセテート繊維、ケ
ナフ、竹、ラミー、木綿、ジュート、麻、サイザル、亜麻、リネン、絹、マニラ麻、さと
うきび、木材パルプ、紙屑、古紙およびウールなどの有機繊維状強化材が挙げられ、これ
らの繊維強化材の中では、無機繊維状強化材が好ましく、特にガラス繊維やホウ酸アルミ
ニウムウイスカー、ウォラストナイトが好ましい。また、有機繊維状強化材の使用も好ま
しく、ポリ乳酸系樹脂(A-1)の生分解性を活かすという観点からは天然繊維や再生繊維が
さらに好ましく、特にケナフや古紙が好ましい。また、配合に供する繊維状強化材のアス
ペクト比（平均繊維長／平均繊維径）は５以上であることが好ましく、１０以上であるこ
とがさらに好ましく、２０以上であることが熱変形温度を向上させる観点からは最も好ま
しい。
【０１６２】
　前記繊維状強化材は、エチレン／酢酸ビニル共重合体などの熱可塑性樹脂や、エポキシ
樹脂などの熱硬化性樹脂で被覆または集束処理されていてもよく、アミノシランやエポキ
シシランなどのカップリング剤などで処理されていても良い。
【０１６３】
　前記繊維状強化材の配合量は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に
対して、０．１～２００重量部が好ましく、０．５～１００重量部がさらに好ましい。
【０１６４】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらに層状珪酸塩を配合せしめることができ、成形
性の向上が可能である。また、前記層状珪酸塩は層間に存在する交換性陽イオンが有機オ
ニウムイオンで交換された層状珪酸塩を配合することがさらに好ましい。層間に存在する
交換性陽イオンが有機オニウムイオンで交換された層状珪酸塩とは、交換性の陽イオンを
層間に有する層状珪酸塩の交換性の陽イオンを、有機オニウムイオンで置き換えた包接化
合物である。
【０１６５】
　交換性の陽イオンを層間に有する層状珪酸塩は、幅０．０５～０．５μｍ、厚さ６～１
５オングストロームの板状物が積層した構造を持ち、その板状物の層間に交換性の陽イオ
ンを有している。そのカチオン交換容量は０．２～３meq/gのものが挙げられ、好ましく
はカチオン交換容量が０．８～１．５meq/gのものである。
【０１６６】
　また、前記層状珪酸塩の具体例としてはモンモリロナイト、バイデライト、ノントロナ
イト、サポナイト、ヘクトライト、ソーコナイトなどのスメクタイト系粘土鉱物、バーミ
キュライト、ハロイサイト、カネマイト、ケニヤイト、燐酸ジルコニウム、燐酸チタニウ
ムなどの各種粘土鉱物、Ｌｉ型フッ素テニオライト、Ｎａ型フッ素テニオライト、Ｎａ型
四珪素フッ素雲母、Ｌｉ型四珪素フッ素雲母等の膨潤性雲母等が挙げられ、天然のもので
あっても合成されたものであっても良い。これらのなかでもモンモリロナイト、ヘクトラ
イトなどのスメクタイト系粘土鉱物やＮａ型四珪素フッ素雲母、Ｌｉ型フッ素テニオライ
トなどの膨潤性合成雲母が好ましい。
【０１６７】
　また、前記有機オニウムイオンとしてはアンモニウムイオンやホスホニウムイオン、ス
ルホニウムイオンなどが挙げられる。これらのなかではアンモニウムイオンとホスホニウ
ムイオンが好ましく、特にアンモニウムイオンが好んで用いられる。アンモニウムイオン
としては、１級アンモニウム、２級アンモニウム、３級アンモニウム、４級アンモニウム
のいずれでも良く、１級アンモニウムイオンとしてはデシルアンモニウム、ドデシルアン
モニウム、オクタデシルアンモニウム、オレイルアンモニウム、ベンジルアンモニウムな
どが挙げられ、２級アンモニウムイオンとしてはメチルドデシルアンモニウム、メチルオ
クタデシルアンモニウムなどが挙げられ、３級アンモニウムイオンとしてはジメチルドデ
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シルアンモニウム、ジメチルオクタデシルアンモニウムなどが挙げられ、４級アンモニウ
ムイオンとしてはベンジルトリメチルアンモニウム、ベンジルトリエチルアンモニウム、
ベンジルトリブチルアンモニウム、ベンジルジメチルドデシルアンモニウム、ベンジルジ
メチルオクタデシルアンモニウム、ベンザルコニウムなどのベンジルトリアルキルアンモ
ニウムイオン、トリメチルオクチルアンモニウム、トリメチルドデシルアンモニウム、ト
リメチルオクタデシルアンモニウムなどのアルキルトリメチルアンモニウムイオン、ジメ
チルジオクチルアンモニウム、ジメチルジドデシルアンモニウム、ジメチルジオクタデシ
ルアンモニウムなどのジメチルジアルキルアンモニウムイオン、トリオクチルメチルアン
モニウム、トリドデシルメチルアンモニウムなどのトリアルキルメチルアンモニウムイオ
ン、ベンゼン環を２個有するベンゼトニウムイオンなどが挙げられる。また、これらの他
にもアニリン、p-フェニレンジアミン、α－ナフチルアミン、p-アミノジメチルアニリン
、ベンジジン、ピリジン、ピペリジン、６－アミノカプロン酸、１１－アミノウンデカン
酸、１２－アミノドデカン酸、末端にアミノ基を有するポリアルキレングリコールなどか
ら誘導されるアンモニウムイオンなども挙げられる。これらのアンモニウムイオンの中で
も、好ましい化合物としては、トリオクチルメチルアンモニウム、ベンジルジメチルドデ
シルアンモニウム、ベンジルジメチルオクタデシルアンモニウム、ベンザルコニウムなど
が挙げられる。これらのアンモニウムイオンは、一般的には、混合物として入手可能であ
り、前記の化合物名称は少量の類縁体を含む代表化合物の名称である。これらは、１種類
で使用しても良いし、２種類以上を混合して使用しても良い。
【０１６８】
　また、反応性の官能基を持つものや親和性の高いものが好ましく、１２－アミノドデカ
ン酸、末端にアミノ基を有するポリアルキレングリコールなどから誘導されるアンモニウ
ムイオンなども好ましい。
【０１６９】
　前記層間に存在する交換性陽イオンが有機オニウムイオンで交換された層状珪酸塩は交
換性の陽イオンを層間に有する層状珪酸塩と有機オニウムイオンを公知の方法で反応させ
ることにより製造することができる。具体的には、水、メタノール、エタノールなどの極
性溶媒中でのイオン交換反応による方法か、層状珪酸塩に液状あるいは溶融させたアンモ
ニウム塩を直接反応させることによる方法などが挙げられる。
【０１７０】
　前記層状珪酸塩に対する有機オニウムイオンの量は、層状珪酸塩の分散性、溶融時の熱
安定性、成形時のガス、臭気の発生抑制などの点から、層状珪酸塩の陽イオン交換容量に
対し通常、０．４～２．０当量の範囲であるが、０．８～１．２当量であることが好まし
い。
【０１７１】
　また、前記層状珪酸塩は上記の有機オニウム塩に加え、反応性官能基を有するカップリ
ング剤で予備処理して使用することは、より優れた機械的強度を得るために好ましい。か
かる反応性官能基を有するカップリング剤としては、イソシアネート系化合物、有機シラ
ン系化合物、有機チタネート系化合物、有機ボラン系化合物、エポキシ化合物などが挙げ
られる。
【０１７２】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物に、前記層状珪酸塩を配合せしめる場合、その配合量は、
ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対して、０．１～４０重量部が好
ましく、０．５～３０重量部がさらに好ましく、１～２０重量部が特に好ましい。
【０１７３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらに、カーボンブラック、酸化チタン、弁柄、群
青、焼成イエローおよびさらに種々の色の顔料や染料を１種以上含有せしめることにより
種々の色に樹脂を調色せしめ、耐候（光）性、および導電性を改良することも可能である
。
【０１７４】
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　本発明の熱可塑性樹脂組成物に、前記顔料や染料を配合せしめる場合、その配合量は、
ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００重量部に対し、０．０１～１０重量部、好
ましくは０．０２～９重量部、より好ましくは０．０３～８重量部である。
【０１７５】
　また、前記カーボンブラックとしては、限定されるものではないが、チャンネルブラッ
ク、ファーネスブラック、アセチレンブラック、アントラセンブラック、油煙、松煙、お
よび、黒鉛などが挙げられ、平均粒径５００ｎｍ以下、ジブチルフタレート吸油量５０～
４００cm３/100gのカーボンブラックが好ましく用いられ、処理剤として酸化アルミニウ
ム、酸化珪素、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ポリオール、シランカップリング剤などで
処理されていても良い。
【０１７６】
　また、前記酸化チタンとしては、ルチル形、あるいはアナターゼ形などの結晶形を持ち
、平均粒子径５μｍ以下の酸化チタンが好ましく用いられ、処理剤として酸化アルミニウ
ム、酸化珪素、酸化亜鉛、酸化ジルコニウム、ポリオール、シランカップリング剤などで
処理されていても良い。また、前記カーボンブラック、酸化チタン、および種々の色の顔
料や染料は、本発明の熱可塑性樹脂組成物との分散性向上や製造時のハンドリング性の向
上のため、種々の熱可塑性樹脂と溶融ブレンドあるいは単にブレンドした混合材料として
用いても良い。とくに、前記熱可塑性樹脂としては、ポリ乳酸樹脂などのポリエステル樹
脂が好ましく、ポリ乳酸樹脂がとくに好ましく用いられる。
【０１７７】
　また、本発明の熱可塑性樹脂組成物には、ポリ乳酸系樹脂(A-1)の耐加水分解性を向上
せしめる観点から、カルボジイミド化合物を配合することも可能である。カルボジイミド
化合物としては、例えば、Ｎ，Ｎ’－ジ－２，６－ジイソプロピルフェニルカルボジイミ
ド、２，６，２’，６’－テトライソプロピルジフェニルカルボジイミド、ポリカルボジ
イミドなどのカルボジイミド化合物から選ばれる少なくとも１種の化合物を使用すること
が好ましく、最も好ましくはポリカルボジイミドである。ポリカルボジイミドとしては、
例えば、多価イソシアネート化合物から選択される少なくとも１種を用いた重合体あるい
は共重合体が用いられる。多価イソシアネートの具体例としては、例えば、ヘキサメチレ
ンジイソシアネート、キシレンジイソシアネート、シクロヘキサンジイソシアネート、ピ
リジンジイソシアネート、２，４－トリレンジイソシアネート、２，６－トリレンジイソ
シアネート、４，４－ジフェニルメタンジイソシアネート、p-フェニレンジイソシアネー
ト、m-フェニレンジイソシアネート、１，５－ナフチレンジイソシアネート等が挙げられ
る。
【０１７８】
　前記カルボジイミド化合物の配合量は、ポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)１００
重量部に対し、好ましくは０．０１～１０重量部、より好ましくは０．０５～９重量部、
最も好ましくは０．１～８重量部である。
【０１７９】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物には、さらに本発明の目的を損なわない範囲で、安定剤（
ヒンダードフェノール系酸化防止剤、リン系酸化防止剤、アミン系酸化防止剤、イオウ系
酸化防止剤、耐光剤、紫外線吸収剤、銅害防止剤など）、離型剤（脂肪酸、脂肪酸金属塩
、オキシ脂肪酸、脂肪酸エステル、脂肪族部分鹸化エステル、パラフィン、低分子量ポリ
オレフィン、脂肪酸アミド、アルキレンビス脂肪酸アミド、脂肪族ケトン、脂肪酸低級ア
ルコールエステル、脂肪酸多価アルコールエステル、脂肪酸ポリグリコールエステル、変
成シリコーン）などを必要に応じて添加することができる。
【０１８０】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物の製造方法として、特に制限はないが、好ましくは押出機
やニーダーなどの加熱溶融混練装置を使用することにより、製造する手法が用いられ、よ
り好ましくは押出機を使用することにより製造する手法である。押出機としては、単軸押
出機、二軸押出機、三軸以上の多軸押出機、二軸・単軸複合押出機などが挙げられるが、
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好ましくは、混練性および利便性の点から、二軸押出機である。
【０１８１】
　例えば、好ましい製造方法として、ポリ乳酸系樹脂(A-1)、場合によりポリ乳酸系樹脂
以外の熱可塑性樹脂(A-2)、難燃剤(B)および必要に応じその他の添加剤を、押出機などの
溶融混練装置に供し、その溶融混練装置の原料供給口から同時に供給し加熱溶融混練する
方法や、溶融混練装置に付属したサイドフィードから、原料を分けて供給し加熱溶融混練
する方法などが挙げられる。
【０１８２】
　前記溶融混練温度は、本発明で使用されるポリ乳酸系樹脂を含む熱可塑性樹脂(A)が溶
融する範囲であれば、特に制限はないが、好ましくは１５０℃～３００℃、より好ましく
は１６０℃～２９０℃、更に好ましくは１７０℃～２８０℃である。
【０１８３】
　本発明の熱可塑性樹脂組成物は、押出成形、射出成形、ブロー成形、および未延伸糸、
延伸糸、超延伸糸など各種繊維への紡糸などの方法によって、各種製品形状に加工し利用
することができ、とくに機械機構部品、電気・電子部品、自動車部品、光学機器、建築・
土木部材および日用品など各種用途の成形品として利用することができ、特に機械機構部
品、電気・電子部品、自動車部品の成形品として好ましく用いられる。
【０１８４】
　上記の押出成形により得られる押出成形品としては、ストランド、フイルム、インフレ
フィルム、シート、チューブおよび丸棒など各種形状の棒などの押出成形品が挙げられ、
延伸して使用することもでき、機械機構部品、電気・電子部品、自動車部品、光学機器、
建築部材および日用品などの各種用途の成形品にさらに加工されて、利用することができ
る。
【０１８５】
　前記機械機構部品としては、例えば、洗浄用治具、オイルレス軸受、船尾軸受、水中軸
受、などの各種軸受、モーター部品、ライター、タイプライターなどを挙げることができ
る。
【０１８６】
　前記電機・電子部品としては、電気機器のハウジング、ＯＡ機器のハウジング、各種カ
バーや筐体、各種ギヤー、各種ケース、センサー、ＬＥＤランプ、コネクター、ソケット
、抵抗器、リレーケース、スイッチ、コイルボビン、コンデンサー、バリコンケース、光
ピックアップ、発振子、各種端子板、変成器、ブレーカー、プラグ、プリント配線板、チ
ューナー、スピーカー、マイクロフォン、ヘッドフォン、小型モーター、磁気ヘッドベー
ス、パワーモジュール、半導体、液晶、ＦＤＤキャリッジ、ＦＤＤシャーシ、モーターブ
ラッシュホルダー、パラボラアンテナ、ＣＤトレイ、カートリッジ、カセット、ソーター
、ＡＣアダプター、充電台、配電盤、コンセントカバー、電話機関連部品、ファクシミリ
関連部品、複写機関連部品、パソコン筐体および内部部品、ＣＲＴディスプレイ筐体およ
び内部部品、液晶ディスプレイ筐体および内部部品、プリンター筐体および内部部品、携
帯電話、ハンドヘルド型モバイルなどの携帯端末筐体および内部部品、記録媒体（ＣＤ、
ＤＶＤ、ＰＤ、ＦＤＤなど）ドライブの筐体および内部部品、複写機の筐体および内部部
品、ファクシミリの筐体および内部部品、ＶＴＲ部品、テレビ部品、アイロン、ヘアード
ライヤー、炊飯器部品、電子レンジ部品、音響部品、ビデオカメラ、オーディオ・レーザ
ーディスク（登録商標）・コンパクトディスクなどの音声機器部品、照明部品、冷蔵庫部
品、エアコン部品、タイプライター部品、ワードプロセッサー部品、電子楽器、家庭用ゲ
ーム機、携帯型ゲーム機などの筐体および内部部品、パラボラアンテナなどを挙げること
ができる。
【０１８７】
　前記自動車部品としては、内装部品、外装部品、アンダーフード部品を挙げることがで
き、具体的にはインストルメントパネル、トリム、トルクコントロールレバー、安全ベル
ト部品、レジスターブレード、ウオッシャーレバー、ウインドレギュレーターハンドル、
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ウインドレギュレーターハンドルのノブ、パッシングライトレバー、サンバイザーブラケ
ット、コンソールボックス、トランクカバー、スペアタイヤカバー、天井材、床材、内板
、シート材、ドアパネル、ドアボード、ステアリングホイール、バックミラーハウジング
、エアーダクトパネル、ウィンドモールファスナー、スピードケーブルライナー、サンバ
イザーブラケット、ヘッドレストロッドホルダー、各種モーターハウジング、各種プレー
ト、各種パネル、ルーフレール、フェイシア、フェンダー、ガーニッシュ、バンパー、バ
ンパーコーナー、バンパースカートラジエーターグリル、ボンネット、ドアミラーステー
、スポイラー、フードルーバー、ホイールカバー、ホイールキャップ、グリルエプロンカ
バーフレーム、ランプリフレクター、ランプベゼル、ドアハンドル、ドアパネル、サイド
ミラーハウジング、センターピラー、エアーアウトレットルーバー、エンブレム、外装用
トリム・モール、スライドルーフ、テールランプリム、精密機械関連部品、オルタネータ
ーターミナル、オルタネーターコネクター、ＩＣレギュレーター、排気ガスバルブなどの
各種バルブ、燃料関係・排気系・吸気系各種パイプ、エアーインテークノズルスノーケル
、エンジン冷却水ジョイント、キャブレターメインボディー、キャブレタースペーサー、
排気ガスセンサー、冷却水センサー、油温センサー、ブレーキパットウェアーセンサー、
スロットルポジションセンサー、クランクシャフトポジションセンサー、エアーフローメ
ーター、エアコン用サーモスタットベース、暖房温風フローコントロールバルブ、ラジエ
ターグリル、ラジエーターモーター用ブラッシュホルダー、ウォーターポンプインペラー
、ワイパーモーター関係部品、デュストリビュター、スタータースィッチ、スターターリ
レー、トランスミッション用ワイヤーハーネス、ウィンドウオッシャーノズル、エアコン
パネルスィッチ基板、燃料関係電磁気弁用コイル、ヒューズ用コネクター、ホーンターミ
ナル、電装部品絶縁板、ステップモーターローター、ランプソケット、ソレノイドボビン
などを挙げることができる。
【０１８８】
　前記光学機器としては、顕微鏡、双眼鏡、カメラ、時計、ディスプレイなどの関連部品
を挙げることができる。
【０１８９】
　また、ブロー成形品としては、ジャバラ、ブーツ、ボトルおよび異径管・筒類として必
要な形状に成形加工され、機械機構部品、電気・電子部品、自動車部品、光学機器、建築
部材および日用品などの成形品として各種用途に利用することができる。
【実施例】
【０１９０】
　以下、実施例により、本発明に関し、さらに詳細に説明するが、これらは本発明を限定
するものではない。
【０１９１】
　本発明の実施に当たり、使用した原料を下記する。
(A-1-1)ポリ乳酸系樹脂：Ｄ体量が１．４％であり、ＧＰＣ測定によるＰＭＭＡ換算の重
量平均分子量が１６万であるポリ乳酸樹脂
(A-1-2)ポリ乳酸系樹脂：Ｄ体量が１．４％であり、ＧＰＣ測定によるＰＭＭＡ換算の重
量平均分子量が２０万であるポリ乳酸樹脂
(A-1-3)ポリ乳酸系樹脂：Ｄ体量が４％であり、ＧＰＣ測定によるＰＭＭＡ換算の重量平
均分子量が２０万であるポリ乳酸樹脂
(A-2)ポリカーボネート樹脂：出光興産（株）製「タフロンＡ１９００」
(B―1-1)ピロリン酸メラミン（ピロリン酸とメラミンを１：１のモル比で反応）
(B-1-2)リン酸メラミン（リン酸とメラミンを１：１のモル比で反応）
(B-2-1)ピロリン酸ピペラジン（ピロリン酸とピペラジンを１：１のモル比で反応）
(B-2-2)リン酸ピペラジン（リン酸とピペラジンを１：１のモル比で反応）
(C-1)タルク：日本タルク（株）製「Ｐ－６」
(C-2)フェニルホスフォン酸亜鉛：日産化学工業（株）製「エコプロモート」
(C-3)有機アミド系結晶核剤：富士化成（株）製「ＳＤＨ－００５」
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(D-1)フッ素系樹脂：三菱レイヨン（株）製アクリル変性テトラフルオロエチレン「メタ
ブレンＡ３８００」
(E-1)酸化亜鉛：堺化学工業（株）製「酸化亜鉛　１種」
(F-1)ポリエチレングリコール系可塑剤：（株）ＡＤＥＫＡ製「プルロニックＦ６８」
(F-2)グリセリン脂肪酸エステル系可塑剤：理研ビタミン（株）製「リケマールＰＬ－０
１９」
(G-1-1)グリシジル基含有コアシェル型ゴム：ローム・アンド・ハース社製「パラロイド
ＥＸＬ２３１４」
(G-1-2)グリシジル基非含有コアシェル型ゴム：三菱レイヨン（株）製「メタブレンＷ－
３４１」
(G-2)脂肪酸系ポリアミドエラストマー：富士化成（株）製「ＴＰＡＥ－１２」
(G-3)エチレン－ブテン－１共重合体：三井化学（株）製「タフマーＡ３５０７０Ｓ」
(G-4)スチレン－ブタジエン－スチレンブロック共重合体水添物：旭化成ケミカルズ（株
）製「タフテックＨ１０４１」
(H-1)縮合リン酸エステル系難燃剤：大八化学工業（株）製「ＰＸ－２００」
(H-2)縮合リン酸エステル系難燃剤：（株）ＡＤＥＫＡ製「ＦＰ－６００」
(I-1)相溶化剤：住友化学（株）製「ボンドファーストＥ」
（その他添加剤）繊維状強化材（ガラス繊維）：日東紡績（株）製「３Ｊ９４８」
＜参考例１＞難燃剤の粉砕およびモード径測定
　(B-1-1)ピロリン酸メラミン５０重量部および(B-2-1)ピロリン酸ピペラジン５０重量部
を混合した(B-a)難燃剤を、セイシン企業（株）製ジェットミル「コジェットシステム α
-mkIV」に供し、粉砕した(B-b)難燃剤を得た。粉砕した(B-b)難燃剤を、メタノール溶媒
に０．０３重量％濃度で分散させ、１０分超音波処理した後、（株）島津製作所製「SALD
-2100」に供し、粒度分布を測定した結果、モード径は２．６４μｍ、平均粒径は１．２
１μｍであった。
【０１９２】
　なお、(B-a)難燃剤に関し、上記同様にモード径を測定した結果、モード径は６．０８
μｍ、平均粒径は３．５９μｍであった。
＜参考例２＞難燃剤の粉砕およびモード径測定
　(B-1-2)リン酸メラミン５０重量部および(B-2-2)リン酸ピペラジン５０重量部を混合し
た(B-c)難燃剤を、セイシン企業（株）製ジェットミル「コジェットシステム α-mkIV」
に供し、粉砕した(B-d)難燃剤を得た。粉砕した(B-d)難燃剤を、メタノール溶媒に０．０
３重量％濃度で分散させ、１０分超音波処理した後、（株）島津製作所製「SALD-2100」
に供し、粒度分布を測定した結果、モード径は２．８５μｍ、平均粒径は１．４５μｍで
あった。
【０１９３】
　なお、(B-c)難燃剤に関し、上記同様にモード径を測定した結果、モード径は７．３２
μｍ、平均粒径は５．１５μｍであった。
＜実施例１～６、８～３０＞
　＜参考例１＞で粉砕加工した(B-b)難燃剤を使用し、表１～６に示すその他原料を、表
１～６に示す配合比で配合し、スクリュー径：３０mmφ、スクリュー長さＬとスクリュー
径Ｄの比Ｌ／Ｄ＝４５．５のベント付き二軸押出機「ＴＥＸ３０α」（（株）日本製鋼所
製）の原料供給口から供給し、設定温度：２１０℃、スクリュー回転数：２００rpm、供
給量：１５kg/hrの条件にて、溶融混練し、ペレタイザーによりペレット状の熱可塑性樹
脂組成物を得て、下記(1)～(6)の評価を行った。
＜実施例７＞
　＜参考例２＞で粉砕加工した(B-d)難燃剤を使用し、表２に示すその他原料を、表２に
示す配合比で配合し、スクリュー径：３０mmφ、スクリュー長さＬとスクリュー径Ｄの比
Ｌ／Ｄ＝４５．５のベント付き二軸押出機「ＴＥＸ３０α」（（株）日本製鋼所製）の原
料供給口から供給し、設定温度：２１０℃、スクリュー回転数：２００rpm、供給量：１
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５kg/hrの条件にて、溶融混練し、ペレタイザーによりペレット状の熱可塑性樹脂組成物
を得て、下記(1)～(6)の評価を行った。
＜比較例１～１０＞
　粉砕加工していない(B-a)難燃剤を使用し、表７、８に示すその他原料を、表７、８に
示す配合比で配合し、スクリュー径：３０mmφ、スクリュー長さＬとスクリュー径Ｄの比
Ｌ／Ｄ＝４５．５のベント付き二軸押出機「ＴＥＸ３０α」（（株）日本製鋼所製）の原
料供給口から供給し、設定温度：２１０℃、スクリュー回転数：２００rpm、供給量：１
５kg/hrの条件にて、溶融混練し、ペレタイザーによりペレット状の熱可塑性樹脂組成物
を得て、下記(1)～(6)の評価を行った。
＜実施例３１～４７＞
　＜参考例１＞で粉砕加工した(B-b)難燃剤を使用し、表９～１２に示すその他原料を、
表９～１２に示す配合比で配合し、スクリュー径：３０mmφ、スクリュー長さＬとスクリ
ュー径Ｄの比Ｌ／Ｄ＝４５．５のベント付き二軸押出機「ＴＥＸ３０α」（（株）日本製
鋼所製）の原料供給口から供給し、設定温度：２４０℃、スクリュー回転数：２００rpm
、供給量：１５kg/hrの条件にて、溶融混練し、ペレタイザーによりペレット状の熱可塑
性樹脂組成物を得て、下記(1)～(6)の評価を行った。
＜比較例１１～２０＞
　粉砕加工していない(B-a)難燃剤を使用し、表１３、１４に示すその他原料を、表１３
、１４に示す配合比で配合し、スクリュー径：３０mmφ、スクリュー長さＬとスクリュー
径Ｄの比Ｌ／Ｄ＝４５．５のベント付き二軸押出機「ＴＥＸ３０α」（（株）日本製鋼所
製）の原料供給口から供給し、設定温度：２４０℃、スクリュー回転数：２００rpm、供
給量：１５kg/hrの条件にて、溶融混練し、ペレタイザーによりペレット状の熱可塑性樹
脂組成物を得て、下記(1)～(6)の評価を行った。
(1)透過型電子顕微鏡観察（樹脂組成物中の難燃剤(B)の最大粒径の長径）
　得られたペレットを、８０℃で一晩熱風乾燥後、射出成形機（住友重機械工業（株）製
SG75H-MIV）を用い、シリンダー温度２１０℃（実施例１～３０、比較例１～１０）また
は２４０℃（実施例３１～４７、比較例１１～２０）、金型温度８０℃で射出成形を行い
、１２７mm×１２．７mm×１．６mm厚の試験片を得た。得られた試験片から、ウルトラミ
クロトームを用いて超薄切片を切り出し、その超薄切片について、（株）日立製作所製H-
7100型透過型電子顕微鏡を用いて、５００倍に拡大した任意の箇所の写真を１０枚観察し
、その１０枚の内の樹脂組成物中の(B)難燃剤の最大粒子の長径を求めた。
(2)透過型電子顕微鏡観察（１，０００μｍ２面積当たりの難燃剤(B)の粒子数に対する、
長径が３μｍ以下の(B)難燃剤の粒子数の割合）
　得られたペレットを、８０℃で一晩熱風乾燥後、射出成形機（住友重機械工業（株）製
SG75H-MIV）を用い、シリンダー温度２１０℃（実施例１～３０、比較例１～１０）また
は２４０℃（実施例３１～４７、比較例１１～２０）、金型温度８０℃で射出成形を行い
、１２７mm×１２．７mm×１．６mm厚の試験片を得た。得られた試験片から、ウルトラミ
クロトームを用いて超薄切片を切り出し、その超薄切片について、（株）日立製作所製H-
7100型透過型電子顕微鏡を用いて、５００倍に拡大した任意の箇所の写真を１０枚観察し
、１枚につき１，０００μｍ２面積当たりの難燃剤(B)の粒子数に対する、長径が３μｍ
以下の難燃剤(B)の粒子数の割合を求め、１０枚分の平均値を算出した。
(3)成形加工性（射出成形時における射出成形サイクル）
　得られたペレットを、８０℃で一晩熱風乾燥後、射出成形機（住友重機械工業（株）製
SG75H-MIV）を用い、シリンダー温度２１０℃（実施例１～３０、比較例１～１０）また
は２４０℃（実施例３１～４７、比較例１１～２０）、金型温度８０℃で射出成形を行い
、成形加工性について、引張試験に供することができる引張試験片を金型から取り出す際
に、変形のない固化した成形品が得られる最短の時間を射出成形サイクルとして計測した
。射出成形サイクルが短いほど成形加工性に優れていることを意味する。
(4)耐衝撃性評価（ノッチ付きアイゾッド衝撃強度）
　得られたペレットを、８０℃で一晩熱風乾燥後、射出成形機（住友重機械工業（株）製
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は２４０℃（実施例３１～４７、比較例１１～２０）、金型温度８０℃で射出成形を行い
、３．２mm厚ノッチ付き短冊状成形品を成形し、ASTM D256に従って、アイゾッド衝撃強
度を測定した。
(5)耐熱性評価（低荷重：０．４５MPa DTUL測定における荷重たわみ温度）
　得られたペレットを、８０℃で一晩熱風乾燥後、射出成形機（住友重機械工業（株）製
SG75H-MIV）を用い、シリンダー温度２１０℃（実施例１～３０、比較例１～１０）また
は２４０℃（実施例３１～４７、比較例１１～２０）、金型温度８０℃で射出成形を行い
、１２．７mm×１２７mm×３．２mmの成形品を成形し、ASTM D648に従って、低荷重（０
．４５MPa）の荷重たわみ温度（DTUL）を測定した。
(6)難燃性評価（ＵＬ９４燃焼試験）
　得られたペレットを、８０℃で一晩熱風乾燥後、射出成形機（住友重機械工業（株）製
SG75H-MIV）を用い、シリンダー温度２１０℃（実施例１～３０、比較例１～１０）また
は２４０℃（実施例３１～４７、比較例１１～２０）、金型温度８０℃で射出成形を行い
、成形した１２７mm×１２．７mm×１．６mm厚および０．８mm厚の試験片を用いて、アメ
リカＵＬ規格サブジェクト９４（ＵＬ９４）の垂直燃焼試験法に準拠して燃焼試験を行い
、難燃性を評価した。その評価ランクを、難燃性が優れる順に、Ｖ－０、Ｖ－１、Ｖ－２
、規格外で示した。
【０１９４】
　実施例１～３、５～６および比較例１～５の比較により、熱可塑性樹脂組成物が同一組
成であっても、難燃剤(B)の最大粒子の長径を１０μｍ以下かつ長径が３μｍ以下の難燃
剤(B)の粒子数の割合を７０％以上に制御することにより、耐衝撃性、耐熱性、難燃性に
大きく優れることがわかる。
【０１９５】
　また、実施例１および２の比較により、結晶核剤を配合することにより、成形加工性、
耐熱性が大幅に向上し、実施例２および実施例３の比較により、フッ素系樹脂の添加によ
り難燃性が大幅に向上し、実施例３および実施例４との比較により、金属酸化物を配合す
ることにより、さらに難燃性が向上し、実施例４および実施例５との比較により、可塑剤
を配合することにより、成形加工性、耐熱性が向上し、実施例５および実施例６との比較
により、衝撃改良剤を配合することにより耐衝撃性が大きく向上することがわかる。
【０１９６】
　また、実施例６および実施例７との比較により、難燃剤としてピロリン酸メラミンおよ
びピロリン酸ピペラジンを用いた方が、より難燃性に優れることがわかる。
【０１９７】
　また、実施例６および実施例１１との比較により、コアシェル型ゴムとして、グリシジ
ル基を含有するコアシェル型ゴムを用いることにより、耐衝撃性、耐熱性に優れることが
わかる。
【０１９８】
　また、実施例１５および１６の比較により、ポリ乳酸系樹脂として、光学純度が高いほ
ど、耐衝撃性、耐熱性、難燃性に優れることがわかる。
【０１９９】
　また、実施例１～５および実施例１８～２２との比較により、難燃剤(B)と縮合リン酸
エステル(H)を併用することにより、さらに難燃性が向上することがわかる。さらに、実
施例２３、２５～２７の比較により、難燃剤(B)と縮合リン酸エステル(H)の配合比率を一
定の範囲に制御することにより、耐衝撃性、耐熱性、難燃性のバランスに優れることがわ
かる。
【０２００】
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